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調査の⽬的 

 
本調査は、都市計画法第 6 条に規定された「都市計画に関する基礎調査」であり、概ね５年ごとに国

⼟交通省令で定める事項について、都市計画区域の現況及び将来の⾒通しを調査するものである。 
また、この調査結果は、都市計画法第１３条・第２１条の規定による、都市計画の基礎資料とする。 
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調査に当たって 
(1) 調査内容
「調査の概要」の「１．⼈⼝」~「９．観光・景観・歴史」について、区域区分・地域地区・都市施設等の都

市計画の決定・変更に関する基礎資料を収集する。(「調査の概要」は巻末に⽰す。)
なお、本要綱には、全ての基礎調査項⽬について記載する。
(2) 調査⽅法

イ 「調査の⽅法」に⽰す資料を活⽤する。
ロ 市町毎に表及び図を作成する。

(3) 提出⽅法
イ 提出部数

イ) 静岡県交通基盤部都市局都市計画課：調書各１部、図⾯各１部、全ての電⼦データを収納した CD-R
１部

ロ) 各市町：全ての電⼦データを収納した CD-R１部
ハ) 各県⼟⽊事務所：関係市町分の該当する市町分の全ての電⼦データを収納した CD-R 各１部

ロ 提出期限：業務期限
ハ 提出資料に関する注意事項

イ) 表は両⾯印刷し、Ａ４版縦⻑、左とじとする。
ロ) 図はＡ３版 Z 折りで、表と⼀括して綴じること。
ハ) 可能な限り薄く作成すること。(枕より厚くしないこと。)
ニ) 調書は、MicroSoft Office 2016 で作成すること。
ホ) 電⼦データを収納した CD-R には、全ての調書、図⾯、報告書のデータを収めること。図⾯は

GIS、PDF の全てのデータを収める。(CD-R が複数枚となる場合は、DVD-R の使⽤も可とする。)
資料収集等使⽤した参考資料も取りまとめの上、可能な限り収めること。

ヘ) 空間データ属性定義体等で明確にし、データで収めること。
(4) 注意事項

イ 調査にあたっては、対象市町関係部局と⼗分調整を図ること。また、成果品の提出に当たり、対象市町
に成果品内容を確認した上で納品すること。

ロ 表･図の作成に使⽤する資料は、次回調査にも同様の資料を⽤いることができるよう、資料の出典とデー
タの調査年⽉⽇を確実に記⼊しておくこと。また実査の場合は調査年⽉⽇を確実に記⼊すること。成果
品に原典資料⼀覧表を添付すること。原典資料の表記は詳細に記載すること。

ハ 既存資料の推計及び補正等を⾏った場合には、その後の各種調査・業務等実施の際の参考とするため、
その⽅法を欄外へ詳細に記⼊すること。

ニ 図に使⽤する地形図は、⽩図とすること。(⻘焼き図⾯は不可)また、測量時点を明記すること。
ホ 図の⾊塗りは、地形図の情報が明確に読み取れるようにすること。
ヘ 図名(タイトル)と凡例を図⾯ごとに貼付し、図⾯を折りたたんだ際にも、表に図⾯名・図⾯番号を貼付

すること。また、同⼀の調査項⽬に対し複数の図⾯がある場合、内容が区別できるよう表現を⼯夫する
こと。

ト 図には原則として、下記表⽰⽅法に従って、⾏政区域界、都市計画区域界・市街化区域界(⾮線引都市は
⽤途地域界)を記⼊すること。ただし、⾏政区域界と都市計画区域界が重複する区間については、⾏政区
域界の表⽰のみとすること。

区分 表⽰⽅法 備 考

⾏政区域界 ⼆点鎖線 幅 0.4 ㎜ ⾊は原則として⿊とする
都市計画区域界 ⼀点鎖線 〃
市街化区域界
(⾮線引都市は⽤途地域界) 実線 幅 0.8 ㎜
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チ 地形図は、原則として、都市計画区域全域の状況を把握すべき項⽬についてはその全図を、⾯積測定が
必要な図⾯⼜は細部区域が必要な項⽬については 1/10,000 程度の縮尺の図⾯を使⽤する。 

リ 上記以外で不明な点等がある場合には、静岡県交通基盤部都市局都市計画課地域計画班まで連絡し、そ
の指⽰に従うこと。 
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 1)⼈⼝規模 1-1)-(1) 
調査内容 １)⼈⼝規模 

調査項⽬ (1) ⼈⼝総数及び増減数 
収集⽅法 国勢調査結果による。 
調査⽅法 イ) 市街化区域、市街化調整区域は各時点の区域をとる。 

ロ) 市街化区域、市街化調整区域の⼈⼝(世帯数)は、昭和 55 年以降の国勢調査では市街化
区域の内外の別が⽰されているので、これを積み上げるものとする。 

ハ) ⾶び市街化区域がある場合は、市街化区域毎に記⼊し、⾯積の⼤きい順にⅠ、Ⅱ、Ⅲ…
とする。 

ニ) ⾏政区域⼈⼝(世帯数)は都市計画区域にかかる市町の⼈⼝(世帯数)の合計である。 
ホ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域に、市街化調整区域

を⽤途地域指定外区域のそれぞれに読み替える。 
ヘ) ⽤途地域指定のされていない市町については、想定⽤途地域を定めてもよい。ただし、

その場合は区域と根拠を明確にすること。 
ト) 当該調査年は⼩地域データの活⽤を基本とし、⼩地域の境界が区域区分の境界と⼀致し

ない場合は、家屋課税台帳、建物⽤途現況等をもとに、⾯積、可住地、建物数、世帯数
等により按分する。(按分⽅法については協議を⾏うこと。) 

チ) ⽴地適正化計画が策定されている市町は、⽴地適正化計画に⽰された各区域毎(居住誘
導区域、都市機能誘導区域)を記⼊し、⾯積の⼤きい順にⅠ、Ⅱ、Ⅲ…とする。 

集計表  
 
 
 
 

  

（単位:人)

昭和60年 平成2年 平成27年 令和2年

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

うちDID地区 ・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

うちDID地区 ・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

うちDID地区 ・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

うちDID地区 ・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

・・・ ・・・ ・・

※間も記載すること。

居住誘導区域Ⅰ
(地区名)

都市計画区域

市街化区域Ⅰ
(地区名)

・・・・・
H27～R2
の増減

行政区域

市街化区域Ⅱ
(地区名)

・
・

(上)人口
(中)世帯数
(下)平均世
帯人員

人口
世帯数

率

人口
世帯数

平均世帯
人員

人口
世帯数

率 ・・・ ・・

人口
世帯数

平均世帯
人員

人口
世帯数

率

人口
世帯数

平均世帯
人員

S60～H2
の増減

H2～H7
の増減

・・・

・
・

都市機能誘導区域
合計

居住誘導区域Ⅱ
(地区名)

・
・

居住誘導区域
合計

都市機能誘導区域Ⅰ
(地区名)

都市機能誘導区域Ⅱ
(地区名)

市街化区域
合計

市街化調整
区域
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 1)⼈⼝規模 1-1)-(2)
調査内容 １)⼈⼝規模

調査項⽬ (2) ⼈⼝構成
収集⽅法 国勢調査結果による。
調査⽅法 イ) 市街化区域、市街化調整区域は各時点の区域をとる。

ロ) ⾶び市街化区域がある場合は、市街化区域毎に記⼊し、⾯積の⼤きい順にⅠ、Ⅱ、Ⅲ…
とする。

ハ) ⾏政区域⼈⼝は都市計画区域にかかる市町の⼈⼝の合計である。
ニ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域に、市街化調整区域

を⽤途地域指定外区域のそれぞれに読み替える。
ホ) ⽤途地域指定のされていない市町については、想定⽤途地域を定めてもよい。ただし、

その場合は区域と根拠を明確にすること。
ヘ) 国勢調査により平成 22 年、平成 27 年、令和 2 年の各年別に下記の「集計表」に記⼊す

る。
ト) 当該調査年は⼩地域データの活⽤を基本とし、⼩地域の境界が区域区分の境界と⼀致し

ない場合は、家屋課税台帳、建物⽤途現況等をもとに、⾯積、可住地、建物数、世帯数
等により按分する。(按分⽅法については協議を⾏うこと。)

チ) “1-1)-(1)⼈⼝総数及び増減数”と結果を整合させること。
リ) ⽴地適正化計画が策定されている市町は、⽴地適正化計画に⽰された各区域毎(居住誘

導区域、都市機能誘導区域)を記⼊し、⾯積の⼤きい順にⅠ、Ⅱ、Ⅲ…とする。

集計表

平成27年

０～
４歳

５～
９歳

・・
・

年齢
不詳

合計
０～
４歳

５～
９歳

・・
・

年齢
不詳

合計
０～
４歳

５～
９歳

・・
・

年齢
不詳

合計
０～
４歳

５～
９歳

・・
・

年齢
不詳

合計

・・・

・・・

・・・

うちDID地区 ・・・

・・・

うちDID地区 ・・・

・・・

・・・

うちDID地区 ・・・

・・・

うちDID地区 ・・・

・・・

うちDID地区 ・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

都市機能誘導区域Ⅰ
(地区名)

・
・

都市機能誘導区域
合計

居住誘導区域Ⅰ
(地区名)

居住誘導区域Ⅰ
(地区名)

・
・

居住誘導区域
合計

都市機能誘導区域Ⅰ
(地区名)

都市計画区域外

都市計画区域

区域

市街化区域Ⅱ
(地区名)

・
・

市街化区域合計

市街化調整区域

行政区域

市街化区域Ⅰ
(地区名)

平成22年

男 女

総数 ・・・

男 女

総数

※間も記載すること。

（単位:人)

令和2年
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 1)⼈⼝規模 1-1)-(3)
調査内容 １)⼈⼝規模

調査項⽬ (3) 市街地の⾯積、⼈⼝
収集⽅法 国勢調査結果、庁内資料(「静岡県の都市計画」(資料編)等)による。

※ 国勢調査結果について
 地図で⾒る統計(統計ＧＩＳ)〔政府統計の総合窓⼝(独⽴⾏政法⼈統計センター)：

⼈⼝集中地区：平成 22 年以降〕を活⽤する。
 または、国⼟数値情報 ダウンロードサービス〔国⼟交通省国⼟政策局国⼟情報課〕

を活⽤する。
調査⽅法 イ) ⼈⼝集中地区の⼈⼝、⾯積について、下の集計表にまとめる。

ロ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域に、市街化調整区域
を⽤途地域指定外区域のそれぞれに読み替える。

ハ) ⽤途地域指定のされていない市町については、想定⽤途地域を定めてもよい。ただし、
その場合は区域と根拠を明確にすること。

集計表

面積(ha) 人口(人) 人口密度(人/ha) 面積ベース(%) 人口ベース(%)

昭和55年

昭和60年

平成2年

平成7年

・・・

・・・

平成27年

令和2年

年次

人口集中地区（ＤＩＤ） 市街化区域に対する比率

※間も記載すること。
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 1)⼈⼝規模 1-1)-(4)
調査内容 １)⼈⼝規模

調査項⽬ (4) 将来⼈⼝

収集⽅法 ⽇本の市町村別将来⼈⼝推計(国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所)による。

調査⽅法 将来 30 年間の出⽣死亡中位、純移動考慮のデータを収集する。
集計表

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

総数

０～４歳

５～９歳

１０～１４歳

１５～１９歳

２０～２４歳

２５～２９歳

３０～３４歳

３５～３９歳

４０～４４歳

４５～４９歳

５０～５４歳

５５～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５～７９歳

８０～８４歳

８５～８９歳

９０歳以上

年齢不詳

※間も記載すること。

令和2年 令和7年 ・・・ 令和32年
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 1)⼈⼝規模 1-1)-(5) 
調査内容 １)⼈⼝規模 

調査項⽬ (5) ⼈⼝増減の内訳 
収集⽅法 イ) 出⽣数及び死亡数は⼈⼝動態調査統計による。 

ロ) 転⼊者数・転出者数は住⺠基本台帳による。 
調査⽅法 イ) ⾏政区域全体の集計とする。  

ロ) 集計は暦年(１⽉~12 ⽉)とする。 
ハ) その他増減は、職権による消除・修正や国籍取得、帰化等とする 

集計表  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

S60年 S61年 S62年 ･････ H3年 H4年 ･･･ H27年 ･･･ R2年

人 人 人 ･････ 人 人 ･･･ 人 ･･･ 人

･････ ･･･ ･･･

･････ ･･･ ･･･

･････ ･･･ ･･･

･････ ･･･ ･･･

･････ ･･･ ･･･

･････ ･･･ ･･･

･････ ･･･ ･･･

※間も記載すること。

（その他増減）

人口増減計

出生数

死亡者数

自然増減

転入者数

転出者数

社会増減
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(1)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(1) 市街地区分別⼈⼝

① 市街地区分別⼈⼝

収集⽅法 「国勢調査の基本単位区」及び「基礎調査の調査区」データの積み上げによる。
調査⽅法 イ) 昭和 55 年以降国勢調査では、市街化区域の内外の別が⽰されているのでこれを積み上

げる。そのほかについては、市街化区域と「国勢調査の基本単位区」を重ね合わせ、該
当するものを集計する。

ロ) 市街地区分⾯積からは、将来とも宅地化されない⼟地として⾮可住地扱いされる⼟地(3-
2)-(3)参照)の⾯積を除外した数値(可住地⾯積等)を( )書きする。

ハ) 市街地区分の考え⽅と⼈⼝のとり⽅は、「表-１：市街地区分の考え⽅と⼈⼝のとり⽅」
のとおりとする。

ニ) 旧要綱の進⾏市街地、新市街地との関係は「表-2：旧要綱の進⾏市街地、新市街地との
関係」のとおり。既成市街地(都市計画法施⾏規則第 8 条、第 1 項、第 1 号、第 2 号に
よる。)の判定に当たり、「基礎調査の調査区」毎の省 8-1 号及び 2 号の判定表を作表す
ること。

表-1：市街地区分の考え⽅と⼈⼝のとり⽅
市街化区域(⽤途指定区域)

既成市街地
新市街地

省 8-1 号区域 省 8-2 号区域
線引き
都市計画区域

50ha 以下のおおむね整形
の⼟地の区域ごとに算定した
場合における⼈⼝密度が 40
⼈／ha 以上である⼟地の区
域が連担している⼟地の区域
で、当該区域内の⼈⼝が 3,000
⼈以上であるもの。
(諸事情により、市街化区域内
の DID 区域を扱ってもよい。
ただし、協議による。)

左の⼟地の区域に接続する
⼟地の区域で、50ha 以下のお
おむね整形の⼟地の区域ごと
に算定した場合における建築
物の敷地その他これに類する
ものの⾯積の合計が当該区域
の⾯積の 1/3 以上であるも
の。

市街化区域の中
で、既成市街地
以外の区域

⾮線引き
都市計画区域 同上 同上

⽤途地域指定区
域の中で、既成
市街地以外の区
域

表-2：旧要綱の進⾏市街地、新市街地との関係

(旧) (新)

市
街
化
区
域

既成
市街地

市街化区域の中の DID 区域

市
街
化
区
域

既成
市街地

省 8 区域

進⾏
市街地

市街化区域の中の既成市街
地、新市街地以外 新市街地 市街化区域内の省 8 区域以

外
新市街地 市街化区域の中の既成市街

地以外で計画的⾯整備を⾏
った区域
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(1)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(1) 市街地区分別⼈⼝

① 市街地区分別⼈⼝
集計表

(旧進行市街地) (旧新市街地)

ha

人

人／ha

ha

人

人／ha

ha （　） （　　） （　　） （　　） （　　）

人

人／ha （　） （　　） （　　） （　　） （　　）

ha （　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

人

人／ha （　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

ha （　） （　　） （　　） （　　）

人

人／ha （　） （　　） （　　） （　　）

ha （　） （　　） （　　） （　　）

人

人／ha （　） （　　） （　　） （　　）

ha （　） （　　） （　　） （　　）

人

人／ha （　） （　　） （　　） （　　）

市街地区分 既成市街地
新市街地

市街化調整区域

昭和55年

（　　）

昭和60年

平成2年

平成7年

・・・・

（　　）

（　　）

平成27年

（　　）

（　　）

※（　）内は可住地面積等とする。※間も記載すること。

年次別

地区面積
（上段）

人口
(中段)

人口密度
(下段)

都市計画区域
合計

市街化区域
合計

令和2年

（　　）
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(1)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(1) 市街地区分別⼈⼝

② 既成市街地⾯積及び⼈⼝密度

収集⽅法 前項と同じ。

調査⽅法 イ) ⾮線引き都市計画区域にあっては、市街化区域を⽤途地域指定区域とみなす。
ロ) 総⾯積＝既成市街地⾯積＋新市街地⾯積＋⼯業⽤地⾯積＋⼤規模施設⽤地⾯積。
ハ) ⼯業⽤地は、基礎調査 3-2)-(3)⾮可住地現況による⼯業⽤地⾯積合計より引⽤する。
ニ) ⼤規模施設⽤地は、基礎調査 3-2)-(3)⾮可住地現況による⾮可住地の総計から、⼯業⽤

地を除く。

【留意事項】
a) 前項の⼈⼝と⼀致することに留意する。
b) 線引き及び⽤途地域の⾒直し時の農業調整資料に必要なデータとなる。

集計表

新
市街地

市街化区域(ha) 市街化区域面積内訳(ha)
居住地人口内訳(人)

総面積

居住地

新市街地 合計

うち
農地面積 既成

市街地

居住地人口密度
(人／ha)

既成
市街地

工業
用地

大規模
施設用地 既成

市街地
新市街地 合計
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(2)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(2) 地区別⼈⼝

① 地区別⼈⼝

収集⽅法 国勢調査、学校基本調査または学校名簿等による。
調査⽅法 イ) 地区は以下に沿って設定する。

地区区分は町･丁⽬程度のひろがりを基本とし、時系列での⽐較ができるよう、将来に
渡って固定的な区分を設定する。地区別の建物調査で、特定の地区を街区レベルに細
分するような場合は、国勢調査の基本単位区との対応関係を明らかにしておく。
地区の規模はあまりばらつきのないように、⾯積が極端に⼤きい地区や⼩さい地区で

は、適宜細分、⼜は統合する事が望ましい。その際、道路、鉄道、河川等の明瞭な地
形・地物で区分するようにする。ただし、市街化調整区域での区分が市街化区域の区
分より⼤きくなる事はさしつかえない。
国勢調査の基本単位区と基礎調査の調査区の重ね図を作成すること(⼤判図⾯の作成

は必要としない)。
ロ) 地区の規模は、極端なばらつきがないよう適宜細分⼜は統合する。
ハ) ⼈⼝密度の算定には、地区の⾯積から将来とも宅地化されない⼟地として⾮可住地扱い

される⼟地(3-2)-(3)参照)を除いた⾯積を⽤いる。
ニ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域に、市街化調整区域

を⽤途地域指定外区域に読み替えるものとする。
ホ) １地区に市街化区域線が跨る場合、３段書きとし、上段:市街化区域、中段: 市街化調整

区域、下段:地区合計とする。
ヘ) 昼間⼈⼝は、昼間従業者※１、昼間通学者※2、昼間に従業も通学もしない者※3 の合計によ

り算定する。
※１ 昼間従業者：

経済センサスから、町丁・字等ごとの従業者数(農林漁業従業者を除く)構成⽐を算
出し、その⽐率で国勢調査の区市町村別昼間従業者数を按分する。

※２ 昼間通学者：
学校基本調査等から、町丁・字等ごとの通学者数構成⽐を算出し、その⽐率で国勢

調査の区市町村別通学者数を按分する。
※３ 昼間に従業も通学もしないもの：

国勢調査から、昼間に従業も通学もしないもの(15 歳以上就業も通学もしないもの
＋15 歳未満就業も通学もしないもの＋農林漁業従業者)、15 歳以上就業も通学もしな
いもの(15 歳以上⾮労働⼒⼈⼝―15 歳以上通学者＋完全失業者)、15 歳未満就業も通
学もしないもの(未就学者数ー15 歳以上未就学者)により、集計する

ト) 昼間⼈⼝、昼間⼈⼝密度は、平成 27 年度以降集計する。
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(2) 
調査内容 ２)⼈⼝分布 

調査項⽬ 
(2) 地区別⼈⼝ 

① 地区別⼈⼝ 
集計表  

 
 
 
 
 

  

全
面
積

可
住
地
面
積

人
口

人
口
密
度

人
口

人
口
密
度

人
口
増
加
率

人
口
密
度
増
減

人
口

人
口
密
度

人
口
増
加
率

人
口
密
度
増
減

人
口

人
口
密
度

人
口
増
加
率

人
口
密
度
増
減

人
口

人
口
密
度

人
口
増
加
率

人
口
密
度
増
減

昼
間
人
口

昼
間
人
口
密
度

人
口

人
口
密
度

人
口
増
加
率

人
口
密
度
増
減

昼
間
人
口

昼
間
人
口
密
度

ha ha 人 人/ha 人 人/ha ％ 人/ha 人 人/ha ％ 人/ha 人 人/ha ％ 人/ha 人 人/ha ％ 人/ha 人 人/ha 人 人/ha ％ 人/ha 人 人/ha

…

…

…

…

…

…

上段：市街化区域
中段：市街化調整区域
下段：地区合計

市街化調整区域　小計

・・・ 令和2年

市街化区域　小計

地区面積 昭和55年 昭和60年 平成2年 平成27年

地区番号 地区名
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(2)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(2) 地区別⼈⼝

② 地区別⼈⼝密度現況図
収集⽅法 イ) 「①地区別⼈⼝」により、地区別の⼈⼝密度を下の(凡例)を参考に着⾊し、地形図(市町

全図 1/10,000~1/25,000)に図化する。着⾊にあたっては地形図の情報が読めるように
透過⾊等を使⽤する。

ロ) 地区の⾯積から除いた将来とも宅地化されない⼟地として⾮可住地扱いされる⼟地(3-
2)-(3)参照) については、着⾊しないこと。

ハ) 地区界と地区番号を⿊で記⼊する。
ニ) 市街化区域を⾚線で囲むこと。
ホ) 協議の上(中間報告時)、既成市街地(都市計画法施⾏規則第 8 条、第 1 項、第 1 号、第

2 号による)を⻘線で囲むこと。

(凡例)
⼈⼝密度区分 表⽰⽅法 ⾊

1 ⼈／ha 未満 塗りつぶし ⽩
1 ⼈／ha 以上 20 ⼈／ha 未満 〃

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃 ⾚

20
40
50
60
70
80
90

100
150

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

40
50
60
70
80
90

100
150

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(2)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(2) 地区別⼈⼝

③ 地区別⼈⼝密度増減図
作成⽅法 イ) 「①地区別⼈⼝」により、地区別の⼈⼝密度増減を下の(凡例)を参考に着⾊し、地形図

(市町全図 1/10,000~1/25,000)に図化する。着⾊にあたっては地形図の情報が読めるよ
うに透過⾊等を使⽤する。

ロ) 地区の⾯積から除いた将来とも宅地化されない⼟地として⾮可住地扱いされる⼟地(3-
2)-(3)参照) については、着⾊しないこと。

ハ) 地区界と地区番号を⿊で記⼊する。
ニ) 市街化区域を⾚線で囲むこと。
ホ) 協議の上(中間報告時)、既成市街地(都市計画法施⾏規則第 8 条、第 1 項、第 1 号、第

2 号による)を⻘線で囲むこと。

(凡例)
⼈⼝密度増減区分 表⽰⽅法 ⾊

−40 ⼈/ha 未満 塗りつぶし ⻘

無

⾚

−40 ⼈/ha 以上 -20 ⼈/ha 未満 〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

-20
-15
-10

-5
0

+5
+10
+15
+20
+40

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

-15
-10

-5
0

+5
+10
+15
+20
+40

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(2)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(2) 地区別⼈⼝

④ 地区別⼈⼝増減率図
作成⽅法 イ) 「①地区別⼈⼝」により、地区別の⼈⼝増減率を下の(凡例)を参考に着⾊し、地形図(市

町全図 1/10,000~1/25,000)に図化する。着⾊にあたっては地形図の情報が読めるよう
に透過⾊等を使⽤する。

ロ) 地区の⾯積から除いた将来とも宅地化されない⼟地として⾮可住地扱いされる⼟地(3-
2)-(3)参照) については、着⾊しないこと。

ハ) 地区界と地区番号を⿊で記⼊する。
ニ) 市街化区域を⾚線で囲むこと。
ホ) 協議の上(中間報告時)、既成市街地(都市計画法施⾏規則第 8 条、第 1 項、第 1 号、第

2 号による)を⻘線で囲むこと。

(凡例)
⼈⼝増減率区分 表⽰⽅法 ⾊

−60％未満 塗りつぶし ⻘

無

⾚

−60％以上 -40％未満 〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

-40
-20
-10

-5
0

+5
+10
+20
+40
+60

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

-20
-10

-5
0

+5
+10
+20
+40
+60

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 2)⼈⼝分布 1-2)-(2)
調査内容 ２)⼈⼝分布

調査項⽬
(2) 地区別⼈⼝

⑤ 地区別昼間⼈⼝密度現況図
作成⽅法 イ) 「①地区別⼈⼝」により、地区別の昼間⼈⼝密度を下の(凡例)を参考に着⾊し、地形図

(市町全図 1/10,000~1/25,000)に図化する。着⾊にあたっては地形図の情報が読めるよ
うに透過⾊等を使⽤する。

ロ) 地区の⾯積から除いた将来とも宅地化されない⼟地として⾮可住地扱いされる⼟地(3-
2)-(3)参照) については、着⾊しないこと。

ハ) 地区界と地区番号を⿊で記⼊する。
ニ) 市街化区域を⾚線で囲むこと。
ホ) 協議の上(中間報告時)、既成市街地都市計画法施⾏規則第 8 条、第 1 項、第 1 号、第 2

号による)を⻘線で囲むこと。

(凡例)
昼間⼈⼝密度区分 表⽰⽅法 ⾊

1 ⼈／ha 未満 塗りつぶし ⽩
1 ⼈／ha 以上 20 ⼈／ha 未満

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃 ⾚

20
40
50
60
70
80
90

100
150

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

40
50
60
70
80
90
10
0
15
0

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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１．⼈⼝ 1.⼈⼝ 3)通勤・通学移動 1-3)-(1)
調査内容 ３)通勤・通学移動

調査項⽬ (1) 通勤・通学移動

収集⽅法 国勢調査(従業地・通学地集計)結果による。
調査⽅法 イ) １⽇の就業者の流出⼊状況を集計表にまとめる。

ロ) 国勢調査の従業地・通学地集計は、年次により収録されている報告書が異なっているこ
とに留意する。

集計表

就業者数
（人）

流出率
（％）

就業者数
（人）

流入率
（％）

昭和60年

平成2年

平成7年

・・・

平成27年

令和2年

市町村名
流出者数
（人）

流出率
（％）

市町村名
流出者数
（人）

流出率
（％）

市町村名
流出者数
（人）

流出率
（％）

市町村名
流出者数
（人）

流出率
（％）

市町村名
流出者数
（人）

流出率
（％）

昭和60年

平成2年

平成7年

・・・

平成27年

令和2年

市町村名
流入者数
（人）

流入率
（％）

市町村名
流入者数
（人）

流入率
（％）

市町村名
流入者数
（人）

流入率
（％）

市町村名
流入者数
（人）

流入率
（％）

市町村名
流入者数
（人）

流入率
（％）

昭和60年

平成2年

平成7年

・・・

平成27年

令和2年

※・・・間も記載すること。

流 入 先

流入率第１位 流入率第２位 流入率第３位 流入率第４位 流入率第５位

流 出 先

流出率第１位 流出率第２位 流出率第３位 流出率第４位 流出率第５位

常住地に
よる就業

者数
（人）

流　　出 従業地
による

就業者数
（人）

流　　入 従／常
就業者
比率

（％）

注１．常住地による就業者数とは、当該都市に常住する（夜間人口ベース）就業者数である。

従業地による就業者数とは、当該都市に従業する（昼間人口ベース）就業者数である。

注２. 流出就業者数
流出率＝ ×100

常住地による就業者数

流入就業者数
流入率＝ ×100

従業地による就業者数

注３. 従業地による就業者数
(従／常)就業者比率＝ ×100

常住地による就業者数
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２．産業 2.産業 1)就業者数 2-1)-(1)
調査内容 1)就業者数

調査項⽬ (1) 産業⼤分類別就業者数

収集⽅法 国勢調査による。

調査⽅法 調査年は、基礎調査年直近の国勢調査年とし⾏政区域全体の集計とする。
集計表

注 1：調査年次により産業分類が異なる場合があるが、統計結果をそのまま記⼊する。

常住地 従業地

Ａ.Ｂ農林漁業 人 人

Ｃ.鉱業、採石業、砂利採取業

Ｄ.建設業

Ｅ.製造業

Ｆ.電気･ガス・熱供給・水道業

Ｇ.情報通信業

Ｈ.運輸業、郵便業

Ｉ.卸売業、小売業

Ｊ.金融業、保険業

Ｋ.不動産業、物品賃貸業

Ｌ.学術研究、専門・サービス業

Ｍ.宿泊業、飲食サービス業

Ｎ.生活関連サービス、娯楽業

Ｏ.教育、学習支援業

Ｐ.医療、福祉

Ｑ.複合サービス事業

Ｒ.サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ.公務(他に分類されるものを除く)

合計

産業大分類
令和〇年
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２．産業 2.産業 1)事業所数・従業者数・売上⾦額 2-2)-(1)
調査内容 ２)事業所数・従業者数・売上⾦額

調査項⽬ (1) 事業所数・従業者数・売上⾦額
収集⽅法 経済センサスによる。
調査⽅法 調査年次は平成 21 年より 5 年毎に実施しており、基礎調査年度直近の経済センサス調査

年とする。
集計表

事業
所数

従業
者数

売上
金額

1～4 5～9
10～
19

20～
29

30人
以上

国、地方
公共団体等

Ａ.Ｂ農林漁業
人 円

Ｃ.鉱業、採石業、砂利採取業

Ｄ.建設業

Ｅ.製造業

Ｆ.電気･ガス・熱供給・水道業

Ｇ.情報通信業

Ｈ.運輸業、郵便業

Ｉ.卸売業、小売業

Ｊ.金融業、保険業

Ｋ.不動産業、物品賃貸業

Ｌ.学術研究、専門・サービス業

Ｍ.宿泊業、飲食サービス業

Ｎ.生活関連サービス、娯楽業

Ｏ.教育、学習支援業

Ｐ.医療、福祉

Ｑ.複合サービス事業

Ｒ.サービス業（他に分類されないもの）

Ｓ.公務(他に分類されるものを除く)

合計

産業大分類

令和〇年

総数 従業者規模別事業所数
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２．産業 2.産業 1)事業所数・従業者数・売上⾦額 2-2)-(2)
調査内容 ２)事業所数・従業者数・売上⾦額

調査項⽬ (2) 従業者数分布図
収集⽅法 統計ＧＩS(独⽴⾏政法⼈統計センター)のメッシュ単位データによる。
調査⽅法 イ) 統計ＧＩS(独⽴⾏政法⼈統計センター)のメッシュ単位データについて、メッシュ単位

の従業者数を適当な区分ごとに着⾊し、地形図( 
ロ)  
ハ) 市町全図 1/10,000~1/25,000)に図化する。
ニ) 着⾊にあたっては地形図の情報が読めるように透過⾊等を使⽤する。
ホ) 市街化区域を⾚線で囲むこと。

(凡例)
従業者数区分 表⽰⽅法 ⾊

0 ⼈ 塗りつぶし ⽩

⾚

1 ⼈以上 500 ⼈未満 〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 1)市街地進展状況 3-1)-(1)
調査内容 １)市街地進展状況

調査項⽬ (1) 市街地進展図
収集⽅法 −
調査⽅法 イ) 地形図に下記「凡例-1：⼈⼝集中地区」の分類別に⼈⼝集中地区を記⼊する。

ロ) 上記の地形図上に市街化区域界を「凡例-2：市街化区域界」の分類別に記⼊する。なお、
特定保留の区域は図⽰しなくてよい。

ハ) 原則として 1/25,000 の⽩図を使⽤する。
ニ) 区域が重なっている箇所は、新しい区域界のみ表⽰する。ただし市街化区域界の表⽰に

ついては当初設定時から順に表⽰すること。
ホ) ⾮線引き都市計画区域については、現在までの⽤途地域指定区域の変遷を市街化区域の

表⽰に準じて図⽰する。指定年⽉⽇も凡例の右側に欄を設けて記⼊する。また、⽤途地
域指定区域の変遷を表⽰する際の表⽰⽅法で「凡例-2：市街化区域界」の分類(⾒直し回
数)を超えるものについては、別途協議する。

凡例-1：⼈⼝集中地区

分類 表⽰⽅法 ⾊
昭和 60 年⼈⼝集中地区 ふちどり・実線 ⻩緑
平成 2 年 〃 〃 緑
平成 7 年 〃 〃 橙
平成 12 年 〃 〃 ⾚
平成 17 年 〃 〃 ⻘
平成 22 年 〃 〃 紫
平成 27 年 〃 〃 ⻩
令和 2 年 〃 〃 ⽔⾊

凡例-2：市街化区域界

分類 表⽰⽅法 ⾊
市街化区域界 当初線引き ふちどり・ 実線 ⿊

第１回⾒直し後 〃 破線(細) 〃
第２回 〃 〃 ⼀点鎖線 〃
第３回 〃 〃 ⼆点鎖線 〃
第４回 〃 〃 破線(太) 〃
第５回 〃 〃 点線(丸) 〃
第６回 〃 〃 点線(太) 〃
第７回 〃 〃 ⻑破線 〃
第８回 〃 〃 実線(太)

注意：表⽰⽅法は、各凡例を基本とするが、地区状況により適切な着⾊を⾏うこと。



調査の⽅法

23

３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(1)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬ (1) ⼟地利⽤現況図
収集⽅法 イ) 現地調査、航空写真、その他適切な資料を調査による。

ロ) 住宅⽤地、商業⽤地、⼯業⽤地、農林漁業⽤施設⽤地、公共･公益施設⽤地については、
「4-1)-(1)建物⽤途別現況図」から敷地単位で判断する。

調査⽅法 イ) 都市計画区域内の⼟地利⽤を、地形図(1/10,000 程度)に下表の「表-3：⽤地の分類」に
より着⾊する。

ロ) ⼟地利⽤現況図に以下の空間データ属性を⼊⼒する。
 ⼟地利⽤コード：「表-3：⽤地の分類」の⽤途コード。
 ⼟地利⽤⾯積：図上計測等により整数値：㎡とする。

ハ) 着⾊にあたっては、地形図の情報が読めるように透過⾊等を使⽤する。
ニ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域、市街化調整区域を

⽤途地域指定外区域にそれぞれ読み替える。

表-3：⽤地の分類

⽤ 途 ⽤途
コード 凡例 摘 要

⾃
然
的
⼟
地
利
⽤

⽥ 10 ⻩緑 ⽔⽥(休耕地を含む)

畑 20 おうど⾊ 畑、樹園地、採草地、ビニールハウス(休耕地を含
む)

⼭林 30 深緑 樹林地

⽔⾯ 40 ⽔⾊ 河川⽔⾯、湖沼、ため池、⽤⽔路、濠、運河⽔⾯

⾃然地 50 ⾚茶 低湿地、河川敷・河原、海浜、湖岸

その他の⾃然的⼟地利⽤ 60 茶 原野・牧野、荒れ地(注 1)

都
市
的
⼟
地
利
⽤

住宅⽤地 70 ⻩ 住宅、共同住宅、店舗併⽤住宅(注 2)、店舗併⽤
共同住宅の敷地、作業所併⽤住宅(注 3)

商業⽤地 80 ⾚ 業務、商業、宿泊、娯楽、遊技施設⽤地、

⼯業⽤地 90 ⻘ ⼯場、作業所、倉庫、危険物貯蔵処理施設⽤地

農林漁業⽤施設⽤地 100 橙⾊ 納屋・畜舎・温室・船⼩屋の敷地、農林漁業作業
場、養鶏(⽜・豚)場

公益施設⽤地 110 紫 官公庁・⽂教厚⽣施設⽤地、処理場、浄⽔場、⽕
葬場、発電所、変電所、市場等

道路⽤地 120 灰⾊ 道路、駅前広場

交通施設⽤地 130 ⿊ ⾃動⾞ターミナル、⽴体駐⾞場、鉄道⽤地、空港、
港湾

公共空地 140 淡緑 公園・緑地、広場、運動場、墓園

その他の公的施設⽤地 150 こげ茶 防衛施設⽤地

ゴルフ場（その他空地①） 161 しゅいろ ゴルフ場

太陽光発電（その他空地②） 162 あおみどり 太陽光発電のシステムを直接整備している⼟地

平⾯駐⾞場（その他空地③） 163 薄橙 平⾯駐⾞場

低未利⽤地
（その他の空地④） 164 たまごいろ 

低未利⽤地(注４):
その他の空地①~③以外の都市的⼟地利⽤
(建物跡地、資材置場、改変⼯事中の⼟地、法⾯
〈道路、造成地等の主利⽤に含まれない法⾯〉、
建物現況調査における空家、空店舗の存する⼟
地 )

市街化区域界 ⿊実線
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(1)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬ (1) ⼟地利⽤現況図
調査⽅法

表-3：⽤地の分類の注意事項
(注1) 耕作放棄地等、⾃然的状況の荒れ地。
(注2) 住宅が商業業務施設を併⽤しているもので、建築基準法施⾏令第 130 条の 3 に該当す

ると思われるものを⽬安とする。
(注3) 作業所併⽤住宅については、建築基準法施⾏令第 130 条の 6 に該当すると思われるも

のを⽬安とする。
(注4) 建物跡地等、都市的状況の未利⽤地。

参考；表-４：デジタルカラー(RBG)表
⾊ Ｒ Ｇ Ｂ

⻩緑 102 255 51
おうど⾊ 204 153 0

深緑 55 86 35
⽔⾊ 0 255 255
⾚茶 204 51 0
茶 153 51 0
⻩ 255 255 0
⾚ 255 0 0
⻘ 0 0 255

橙⾊ 229 138 5
紫 128 0 128

灰⾊ 199 199 199
⿊ 0 0 0

淡緑 206 230 193
こげ茶 92 65 56

しゅいろ 255 124 128
あおみどり 0 204 153

薄橙 254 220 189
たまごいろ 255 255 204
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(2)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬
(2) ⼟地利⽤別⾯積

① ⼩地域単位集計
収集⽅法 ⼟地利⽤現況図による。
調査⽅法 イ) ⼩地域(町丁・字等)別に集計表：①⼩地域単位集計をとりまとめる。

ロ) 集計範囲は、都市計画区域とし、⼩地域が交差する場合は区域内を計上する。
集計表
①⼩地域単位集計

①-1 ⼩地域集計表
 ⼩地域(町丁・字等)別に「2)⼟地利⽤現況 3-2)-(1)：表-3：⽤地の分類」⽤途欄に⽰す⽤途別に⼟

地利⽤⾯積(単位：ha)をとりまとめる。

(注)：「平成 27 年国勢調査町丁・字等別境界データ データベース定義書」では、⼩地域コードは
「マッチング番 号（属性情報：KEY_CODE）」として定義されており、当該情報とする。

①-2 CSV ファイル
 ①-1 ⼩地域集計表から作成する。

＜秘匿処理について＞
⼩地域・区域で集計したデータを公開する際には、個⼈または事業者等の権利利益を保護するため、

集計データの秘匿処理が必要となる場合がある。

◆秘匿処理が必要な場合は、
「利⽤・提供の観点を踏まえた都市計画基礎調査実施要領及び都市計画基礎調査情報の利⽤・提供ガ
イドラインに係る技術資料(平成 31 年 3 ⽉国⼟交通省都市局都市計画課都市計画調査室)※」(以下、
利⽤・提供ガイドラインに係る技術資料という。)に沿って秘匿処理を⾏う。

＊参考(URL)：https://www1.mlit.go.jp/common/001282177.pdf

単位：ｈａ
(注)

① ② ③ ④
ゴ
ル
フ
場

太
陽
光
発
電
の
シ
ス
テ
ム
を
直

接
整
備
し
て
い
る
土
地

平
面
駐
車
場

そ
の
他
の
空
地
①
～

③
以
外
の

都
市
的
土
地
利
用

22xxxxxxx0
22xxxxxxx1
・・・・・

そ
の
他
公
的
施
設
用
地

不
明

その他の空地小
地
域
コ
ー

ド

大
字
・
町
名

字
・
丁
目
名

田 畑

・・・ ・・・
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(2)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬
(2) ⼟地利⽤別⾯積

② ⼟地利⽤別⾯積
収集⽅法 ⼟地利⽤現況図から図上計測。
調査⽅法 ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域、市街化調整区域を⽤

途地域指定外区域にそれぞれ読み替える。

集計表
＜線引き都市＞

＜⾮線引き都市＞

(注1) 「公共・公益施設⽤地」は⼟地利⽤現況図の「公益施設⽤地」と「公共空地」の合計とする。
(注2) ⾮可住地は 3-2)-(3)⾮可住地現況の合計の数値とする。
(注3) ⾃然地内の河川敷・海浜などの⾮可住地を抽出する。
(注4) その他⾃然的⼟地利⽤内の荒地や原野などで、可住地となりうる⼟地を抽出する。
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(3)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬ (3) ⾮可住地現況
収集⽅法 ⼟地利⽤現況図による。
調査⽅法 ① ⾮可住地位置図

イ) 地形図(1/10,000 程度)に下の分類により、(1)⼟地利⽤現況図から⾮可住地を写し取る。 
ロ) 市街化区域内(⽤途地域内)のみ表⽰する。

分類 凡例 表⽰⽅法
⽔⾯
⾃然地(※)
傾斜地(注１)
保全対象地(注２)
商業⽤地
⼯業⽤地
公共・公益施設⽤地
道路⽤地
交通施設⽤地
その他の公的施設⽤地
⼯業専⽤地域

⽔⾊
茶
⻩
橙
⾚
⻘
緑
⿊

灰⾊
こげ茶

紫

塗りつぶし
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

② ⾮可住地調書
イ) 集計表の区分に従い、⾮可住地を抽出し集計する。
ロ) 「⽔⾯」「⾃然地」「道路⽤地」「交通施設⽤地」「商業⽤地」「公共・公益施設⽤地」につ

いては、3-2)-(2)②⼟地利⽤別⾯積内の当該項⽬⾯積と整合させる。
集計表
＜線引き都市＞

（※)低湿地、河川敷・河原、海浜、湖岸
(注1) 「傾斜地」の欄には、傾斜度３０度以上の樹林地を計上すること。
(注2) 「保全対象地」の欄には、⽣産緑地地区、特別緑地保全地区、砂防指定地、地すべり防⽌区域、急

傾斜地崩壊危険区域、⼟砂災害特別警戒区域を計上すること。
(注3) 「⼯業⽤地」の欄には、⼯業専⽤地域の⽤地⾯積(抽出した分以外)も計上すること。
(注4) 「その他」の欄には、3-2)-(2)②⼟地利⽤別⾯積内の「その他の公的施設⽤地」も抽出すること。 
(注5) 「⼯業⽤地」「商業⽤地」「公共・公益施設⽤地」の欄には、１ha 未満の⽤地⾯積を⼀式にて計上

すること。
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(3)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬ (3) ⾮可住地現況
＜⾮線引き都市＞

※)低湿地、河川敷・河原、海浜、湖岸
(注6) 「傾斜地」の欄には、傾斜度３０度以上の樹林地を計上すること。
(注7) 「保全対象地」の欄には、⽣産緑地地区、特別緑地保全地区、砂防指定地、地すべり防⽌区域、急

傾斜地崩壊危険区域、⼟砂災害特別警戒区域を計上すること。
(注8) 「⼯業⽤地」の欄には、⼯業専⽤地域の⽤地⾯積(抽出した分以外)も計上すること。
(注9) 「その他」の欄には、3-2)-(2)②⼟地利⽤別⾯積内の「その他の公的施設⽤地」も抽出すること。 
(注10) 「⼯業⽤地」「商業⽤地」「公共・公益施設⽤地」の欄には、１ha 未満の⽤地⾯積を⼀式にて計上

すること。
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(4)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬
(4) 未利⽤地等現況

① 未利⽤地等現況表
収集⽅法 未利⽤地現況図による。
調査⽅法 イ) 市街化区域の市街地区分は 1-2)-(1)に準じる。

ロ) ２ha 未満の⾯積は 3-2)-(2)⼟地利⽤別現況表の「農地」「⼭林」及び可住地となりうる
「その他の⾃然地」⾯積から２ha 以上の未利⽤地⾯積を差し引いて求めること。

集計表
＜線引き都市＞

＜⾮線引き都市＞
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(4)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬
(4) 未利⽤地等現況

② 未利⽤地等現況図
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 イ) 地形図(1/10,000 程度)に市街化区域内の未利⽤地と市街化調整区域内の農地及び⼭林

等を下の分類により着⾊する。
ロ) (１)⼟地利⽤現況図の「⽥」「畑」「⼭林」及び「その他の⾃然的⼟地利⽤」から写し取

ることによる。
ハ) 樹園地・採草地については地形図に記されている記号、農地担当課の資料等による。
ニ) 市街化区域内に５ha 以上の集団未利⽤地がある場合にはその区域に番号を付し、下表

を図⾯の余⽩部に貼付する。

（集団未利⽤地）

合計

対照番号 地区名 用途地域
面積
(ha)

分類 凡例 摘要

田 黄緑 土地利用現況図の「田」

畑 おうど色

樹園地（茶畑含む） 橙 土地利用現況図の「畑」

採草地 淡緑

山林 深緑 土地利用現況図の「山林」

その他の自然的土地利用 こげ茶

市街化区域界 黒実線

農振地域界 赤実線

５ha以上の集団農地・山林 青実線 市街化区域内のみ（非線引き都市は用途地域内）
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 2)⼟地利⽤現況 3-2)-(5)
調査内容 2)⼟地利⽤現況

調査項⽬ (5) 国公有地状況
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ① 国公有地位置図

地形図に下の分類により、国公有地(1,000 ㎡以上)の位置を図⽰し５ha 以上の⼟地に対
照番号を付す。(⿊で①②‥‥)

(注)県、市町の開発公社、住宅供給公社及び地⽅⾃治法に規定する事務組合、地⽅事業団
も含む。

② 国公有地調書
５ha 以上の国公有地につき、箇所毎に集計表のようにまとめる。

集計表

分類 凡例 表示方法 摘要

塗りつぶし

〃

〃

〃

茶

橙

青

赤

国有地

都道府県有地

市町村有地

公社等有地

図面対

照番号
備考利用状況面積地目所有者
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(1)
調査内容 3)宅地開発状況

調査項⽬ (1) 宅地開発等の状況
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ① 宅地開発位置図

イ) 次のａ)~ｃ)のいずれかに該当する 1,000 ㎡以上の開発について下の分類により地形図
に図⽰する。
a) 過去に完了したもの。
b) 現在施⾏中のもの、事業認可されたもの、⼜は開発審査会による開発許可を受けた

もの。
c) 上記以外で都市計画決定されたもの。

ロ) また、表中１~９のすべての事業と５ha 以上の開発⾏為及び⾯整備を伴わない地区計画
(１~10 と重複しないもの)には対照番号を付す。

(＊) 主要な⽬的により、以下に従って着⾊する。
住宅系：⻩、商業系：⾚、⼯業系：⻘

ａ ｂ ｃ

再 (＊) ヌリ ハッチ フチ 優良建築物等整備事業を含む

改 黄 〃 〃 〃

土 (＊) 〃 〃 〃 特定土地区画整理事業を含む

新 黄 〃 〃 〃

工 青 〃 〃 〃

流 青 〃 〃 〃

団 黄 〃 〃 〃

埋 (*) 〃 〃 〃

公 黄 〃 〃 〃

住宅用 黄 〃 〃

商業用 赤 〃 〃

工業用 青 〃 〃

農林漁業用 緑 〃 〃

その他 茶 〃 〃

黒 ハッチ

6.流通業務団地造成事業

7.一団地の住宅施設建設事業

分類

凡例

摘要
色

表示方法

1.市街地再開発事業

事
業

分
類

2.住宅地区改良事業

3.土地区画整理事業

4.新住宅市街地開発事業

5.工業団地造成事業

8.公有水面埋立事業

9.上記以外の公社・公団・公営
の公的住宅地造成

10.開発許可
による開発
行為

11.地区計画

市街化区域界
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(1)
調査内容 3)宅地開発状況

調査項⽬ (1) 宅地開発等の状況
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ② 個別調書

イ) ①のうち、対照番号を付したものについて集計表のようにまとめ、①のうち対照番号を
付さなかったものは⼀括して合計の事業⾯積のみを記⼊する。

ロ) 下表の「⼈⼝(注 4)：現在」欄は、「国勢調査の調査区」データを活⽤し、「基礎調査の
調査区」と境界が⼀致しない場合は、⾯積、可住地、建物数、世帯数等により按分する。
按分した場合は、その作業経緯を報告書に明記する。

集計表

(注1) ⼟地区画整理事業については仮換地指定時も記す。
(注2) ⽥・畑・⼭林以外の⾃然的⼟地利⽤。
(注3) 市街化調整区域内の開発については、その旨を記す。また、対照番号を付したもの(前⾴の 11 は

除く)のうち現在施⾏中のものは⽬標年度を記載し、都市計画決定したものについては、その告⽰
年⽉⽇を記す。

(注4) ⼯業系の開発については従業員数を記す。

ha

計

計

市街化区域

市街化調整区域

備
考

(

注
3

)

そ
の
他

(

注
2

)

事
業
期
間

(

注
1

)

人口(注4) 農地等残存面積

現
在

計
画

田 畑 山
林

合
計

主
な
用
途

区分

図
面
対
照
番
号

事
業
手
法

事
業
主
体

事
業
面
積
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(1)
調査内容 3)宅地開発状況

調査項⽬ (1) 宅地開発等の状況
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ③ 開発許可状況

イ) 開発許可の実績について、庁内資料により集計表のようにまとめる。
ロ) ⾮線引き都市計画区域については、表頭を区域で区分する必要はなく、都市計画区域と

して表⽰する。
ハ) 調査年は当該調査年までとし、集計は暦年(１⽉~12 ⽉)とする。

集計表

※・・・ 間も記載すること。

住宅 商業 工業
農林
漁業

その他 合計 住宅 商業 工業
農林
漁業

その他 合計

区域区分設定時～
昭和50年

　　㎡
(　件) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　)

昭和51年
　　㎡
(　件) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　)

昭和52年
　　㎡
(　件) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　)

平成27年
　　㎡
(　件) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　)

令和〇年
　　㎡
(　件) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　)

合計
　　㎡
(　件) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　) (　　)

年次

市街化区域 市街化調整区域

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(2)
調査内容 3)宅地開発状況

調査項⽬ (2) ⾯整備実績
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 イ) ⾯整備済み区域について、集計表のようにまとめる。

ロ) 完了年次は５年きざみで、以下調査年次までとする。
ハ) 集計は暦年(１⽉~12 ⽉)とする。

集計表

(注1) 「公的宅地開発」「開発⾏為」以外のもの。
(注2) 市街地開発事業によらない、公団・公社・市町等の公的宅地造成。
(注3) 開発許可による開発⾏為、及び「(旧)住宅地造成事業に関する法律」により許可された宅地造成。 
(注4) 市街化調整区域における実績があれば、その⾯積を記⼊。(⼯事完了のもの)

昭和45年以前

昭46～昭50

昭51～昭55

昭56～昭60

平18～平22

平23～平27

平28～令〇

合計

完了年次
市街地開発事業等

(注1)
合計 累計 備考(注4)

開発行為等
(注3)

公的宅地開発
(注2)

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(3)
調査内容 3)宅地開発状況

調査項⽬ (3) 市街化調整区域内開発
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ① 市街化調整区域の開発・建築実態表

イ) 過去５ヶ年(⼜は前回調査以降)の開発状況を調べ、集計表のようにまとめる。
ロ) 資料は、開発許可申請台帳、既存宅地確認申請書、開発登録簿、その他庁内資料による。 
ハ) 集計は暦年(１⽉~12 ⽉)とする。

② 市街化調整区域内開発図
イ) 地形図(1/10,000 程度)に①で集計した過去 5 年間の開発の状況をプロットする。(市町

によっては、申請書の保存期間が３年の場合があるため、処分済の場合、３年間のプロ
ット図であることを明⽰する。)

ロ) H12 法改正前の都計法第 43 条第 1 項第６号ロの要件に該当するとして、知事の確認を
受けた⼟地については透過⾊等を使⽤する。

※都市計画区域界及び市街化区域界等を記⼊する。
集計表

年 年 年 年 年 合計 備考

H18法改正前の都計法第34条第10号
イの要件に該当するもの

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

H18法改正（H19.11.30施
行）により廃止

都計法第34条第14号の要件に該当す
るもの

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

H18法改正前の都計法第34
条第10号ロの要件に該当す
るもの

都計法第29条第3号の要件に該当す
るもの

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

H18法改正前の都計法第29条第4号の
要件に該当するもの

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

H18法改正（H19.11.30施
行）により廃止

H12法改正前の都計法第43条第1項第
6号のロ確認を受け申請のあったも
の

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

H12法改正（H13.5.18施
行）既存宅地制度廃止から
5年（H18.5.17）まで経過
規定

その他
件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

件
ha

凡例

H18法改正前の都計法第34条第10号イの要
件に該当するもの

 橙 ・ 塗りつぶし

都計法第34条第14号の要件に該当するもの  赤 ・ ●印

都計法第29条第3号の要件に該当するもの  青　  〃

H18法改正前の都計法第29条第4号の要件に
該当するもの

 緑　  〃

H12法改正前の都計法第43条第1項第6号ロ
の確認を受け申請のあったもの

 茶 ・ 塗りつぶし
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(4) 
調査内容 3)宅地開発状況 

調査項⽬ (4) 農地転⽤状況 
収集⽅法 農地担当課の資料による。 
調査⽅法 ① 農地転⽤調書 

イ) 過去５ヶ年(⼜は前回調査以降)の農地転⽤状況を調べ、集計表のようにまとめる。 
ロ) ここでは、農地法による「農地」を扱う。農地⾯積は 3-2)-(2)の⼟地利⽤別⾯積表の値

とは異なる。 
ハ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域、市街化調整区域を

⽤途地域指定外区域のそれぞれ読み替える。 

② 農地転⽤状況図 
イ) 農地転⽤別に、下の表の分類により地形図に図⽰する。 
ロ) 前回調査後に⾏われた開発を対象とする。 

 
区 分 表⽰⽅法 ⾊ 

住宅 
商業施設 
⼯業施設 
公共施設 
その他 

プロット表⽰ 

⻩ 
⾚ 
⻘ 
紫 
橙 

 

集計表  

 
 

 
 

  

年 ha ha ha ha ha ha ha ha ha ha ha

年

年

年

年

合計

年

年

年

年

年

合計

年

年

年

年

年

合計

※面積は整数、転用率は少数第１位まで

その他 合計

件
数

市
街
化
調
整
区
域

件
数

面
積

件
数

採草
放牧地

合計 住宅用地 商業用地 工業用地

件
数

面
積

合
計

面
積

件
数

件
数

面
積

市
街
化
区
域

転用前

田 畑

面
積

面
積

件
数

面
積

件
数

面
積

件
数

前
年
末
の
農
地
面
積

転
用
率

転用後

件
数

面
積

面
積

公共用地

 (注)     過去 1年間の農地転用面積 
 転用率  ＝             ×100 
          前年の農地面積 
  
        ５年間の農地転用面積 
      ＝             ×100（合計） 
         ５年前の農地面積 
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 3)宅地開発状況 3-3)-(5) 
調査内容 3)宅地開発状況 

調査項⽬ (5) 林地転⽤状況 
収集⽅法 林地担当課の資料による。 
調査⽅法 ① 林地転⽤調書 

イ) 過去５ヶ年(⼜は前回調査以降)の林地転⽤状況を調べ、集計表のようにまとめる。 
ロ) ここでは、地域森林計画対象⺠有林、保安林を対象とする。森林⾯積は 3-2)-(2)の⼟地

利⽤別⾯積表の値とは異なる。 
ハ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域、市街化調整区域を

⽤途地域指定外区域のそれぞれ読み替える。 

② 林地転⽤状況図 
イ) 林地転⽤別に、下の表の分類により地形図に図⽰する。 
ロ) 前回調査後に⾏われた開発を対象とする。 
 

区 分 表⽰⽅法 ⾊ 

住宅 
商業施設 
⼯業施設 
公共施設 
その他 

プロット表⽰ 

⻩ 
⾚ 
⻘ 
紫 
橙 

 

集計表  

※⾯積は整数まで 

  

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積

年 ha ha ha ha ha ha

年

年

年

年

合計

年

年

年

年

年

合計

年

年

年

年

年

合計

合計

市
街
化
区
域

住宅用地 商業用地 工業用地 公共用地 その他

合
計

市
街
化
調
整
区
域
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 4)新築動向 3-4)-(1)
調査内容 4)新築動向

調査項⽬ (1) 新築状況
収集⽅法 建築確認申請、登記簿、固定資産台帳、建物利⽤現況図による。

※4-1)-(1)②建物利⽤現況(調査選択項⽬)により(1)建物利⽤現況図に建築年が⼊⼒済みの
場合は、(1)建物利⽤現況図の利⽤が可能。

調査⽅法 ① 新築動向調書
イ) 過去５ヶ年の(⼜は前回調査以降)新築状況を調べ、集計表のようにまとめる。
ロ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域、市街化調整区域を

⽤途地域指定外区域のそれぞれ読み替える
ハ) ⾯積とは延床⾯積のことを⽰す。

② 新築建築物分布図
イ) 下の表の分類により地形図に図⽰する。
ロ) 前回調査後に⾏われた開発を対象とする.

区 分 表⽰⽅法 ⾊

住宅
商業施設
⼯業施設
公共施設
その他

プロット表⽰

⻩
⾚
⻘
紫
橙

集計表

※⾯積は整数まで

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積

年
ha ha ha ha ha ha

年

年

年

年

合計

年

年

年

年

年

合計

年

年

年

年

年

合計

合
計

市
街
化
調
整
区
域

合計

市
街
化
区
域

住宅用地 商業用地 工業用地 公共用地 その他
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 5)法適⽤状況 3-5)-(1) 
調査内容 5)法適⽤状況 

調査項⽬ (1) 法適⽤現況 
収集⽅法 庁内資料による。 
調査⽅法 ① 法適⽤現況図 

イ) ⼟地利⽤関連諸制度の適⽤状況を地形図(1/25,000 程度)に図⽰する。⼟地利⽤関連諸制
度としては、以下に列挙するものを基礎とし、地域特性により必要な制度を加えて図化
する。(図⽰は、「表-5：法適⽤状況区分表」を参考にする。) 

ロ) 法適⽤状況が判別できるように、適宜図⾯を分ける等の⼯夫をする。 
イ．都市計画法による区域区分、地域地区等 
ロ．農振法による農振地域、及び農⽤地区域 
ハ．森林法による地域森林計画対象⺠有林及び保安林 
ニ．⾃然環境保全法による各保全地域 
ホ．⾃然公園法による各地域、地区 
ヘ．港湾法による港湾区域 
ト．急傾斜地法による急傾斜地崩壊危険区域 
チ．⼯場⽴地法による⼯場適地 
リ．農村地域⼯業導⼊促進法による⼯業等導⼊地区 
ヌ．⼟砂災害防⽌法による⼟砂災害警戒区域、⼟砂災害特別警戒区域 
ル．その他、当該、都市の⼟地利⽤に関連する制度の適⽤区域 

 
表-5：法適⽤状況区分表 

 
② 法適⽤現況表 
イ) 法適⽤の状況を集計表のようにまとめる。 
ロ) 当該指定箇所が 2 箇所以上ある場合(保安林や砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域など)

は対照番号を付す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分(例） 表示方法 色

深緑
〃
緑
〃
紫
〃

水色
黄色
〃

茶色
橙
〃
青

黄緑

塗りつぶし
ハッチ

塗りつぶし
ハッチ

塗りつぶし
ハッチ

塗りつぶし
ハッチ

塗りつぶし
ハッチ

〃
塗りつぶし

〃
ハッチ

国立・国定公園　（特別地域）
　　　〃　　　　（普通地域）
県立自然公園　　（特別地域）
　　　〃　　　　（普通地域）
自然環境保全区域（特別地域）
　　　〃　　　　（普通地域）
河川区域(準用河川まで）
地域森林計画対象民有林
保安林
砂防指定地
急傾斜地崩壊危険区域
地滑り防止区域
工場適地
鳥獣保護区
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 5)法適⽤状況 3-5)-(1)
調査内容 5)法適⽤状況

調査項⽬ (1) 法適⽤現況
集計表

(注1) 個別に指定されるもの(⾃然環境保全地域など)につき記⼊する。
(注2) 指定に変更があった場合は最終の指定年⽉⽇も記⼊する。
(注3) ⾏政区域単位で指定される場合は⾏政区域名を、都市計画区域単位で指定される場合は都市計画

区域名を記⼊する。
(注4) 保安林にあっては、備考欄に指定⽬的(森林法第 25 条第１項)と「国有林」「⺠有林」の別を記⼊

する。
(注5) ⼯場適地にあっては農林⽔産省との調整もしくは補正年⽉⽇を記⼊する。
(注6) 農振地域及び農⽤地区域にあっては、都市計画区域内の⾯積も記⼊する。

※⼯場適地とは、⼯場⽴地法第 2 条に基づく調査により、第 3 条の⼯場⽴地調査簿に記載のある⼟地で
あり、⼟地利⽤計画、⼟地の状況、⽤排⽔、各種インフラなど⼯場建設にあたり、ふさわしい条件を
備えた⼟地をいう。

当初 最終

対照番号 区分

指定年月日
(注2) (注5) 根拠法

備考
(注4)

指定単位
(注3)

面積等
(注6)

名称
(注1)
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 5)法適⽤状況 3-5)-(2)
調査内容 5)法適⽤状況

調査項⽬ (2) 条例・協定等
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ① 都市計画に関する条例・要綱等

次のような分類の条例、要綱等をとりまとめの対象とし、集計表-1 の様式で調書にま
とめる
(1) 都市計画全般
(2) 地域地区
(3) 都市施設(公園等を除く)
(4) 公園、緑地、みどり
(5) 市街地開発事業
(6) 地区計画
(7) 宅地開発指導
(8) 建築指導
(9) 景観、環境
(10) その他

② 建築協定・緑化協定調書等
建築協定、緑化協定について、建築協定認可申請書その他資料により集計表-2 の調書

を作成する。

③ 協定締結区域の位置図
地形図に②建築協定・緑化協定調書の協定締結区域を図⽰し、調書と対応できるよう

に対照番号を付記する。

(注1) 協定区域の名称、調書中の番号を図に記⼊する。
(注2) 協定区域の⾯積が⼩さい時は直径７mm 程度の円で表現する。
(注3) その他の協定については、適宜凡例を設ける。(例：まちづくり計画協定区域)

集計表-1

(注 1)県条例か、市町条例かを区分するため決定主体を⽰す。
(注 2)条例が適⽤される区域を⽰す。

（ 有効 ） 茶色塗りつぶし

（失効・廃止） 茶色フチどり

（ 有効 ） 緑色塗りつぶし

（失効・廃止） 緑色フチどり

 凡例

建築協定区域

緑化協定区域
(緑地協定区域)

当初 最終変更

(注1)
決定主体

(注2)
対象範囲

条例・要綱等
の名称

公布・決定年月日
概要・主旨等
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 5)法適⽤状況 3-5)-(2)
調査内容 5)法適⽤状況

調査項⽬ (2) 条例・協定等
集計表-2

注：期限を待たずに廃⽌したものについては、その旨備考欄に記⼊する。
期限を過ぎたものについても記載する。

対照番号 協定の名称 決定年月日 期限 協定の内容 備考
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３．⼟地利⽤ 3.⼟地利⽤ 6)農林漁業関係施策 3-6)-(1)
調査内容 6)農林漁業関係施策

調査項⽬ (1) 農林漁業関係施策
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ① 農林漁業関係施策図

イ) 地形図の凡例に従い農林漁業関係施策について図⽰する。
ロ) 調査対象は、受益区域が都市計画区域に全部⼜は⼀部含まれる事業で、次のいずれかに

該当するもの。
ａ) 調査前年度末で事業中のもの。
ｂ) 調査前年度までに事業完了のもの。

［凡例］
・農林漁業関係施策の受益⾯積は重複する場合が多いため、事業ごとに適切な⾊分けを⾏

い表⽰する。
・施設位置は直径４mm 円塗りつぶしとする。
・市街化区域界は⿊実線とする。

② 農林漁業関係施策調書
イ) 集計表の調書により、①で表⽰した事業について記⼊する。
ロ) 図⾯番号は①の図の中に表⽰するものと⼀致させる。
ハ) 施策の種別欄は直轄、補助、融資等を記⼊する。

集計表

色対象事業(例）

・かんがい排水事業
・畑地かんがい排水事業
・ほ場整備事業
・農用地開発事業
・農道整備事業
・その他

橙
黄

ピンク
緑
茶

任意（凡例に説明）

受益
面積等

施行状況

ha (　　)

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)

(　　)

備考
受益

面積等
施策の
種別

図面
番号

事業種別 地区名 市町村名 事業主体 施行年度

市街化区域に
含まれる受益地
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４．建物 4.建物 1)建物利⽤現況 4-1)-(1) 
調査内容 1)建物利⽤現況 

調査項⽬ (1) 建物⽤途別現況 
収集⽅法 ① 建物⽤途別現況図 

既存の建物⽤途別現況調査及び市町より提供される資料(前回調査時から⽤途変更等
があった箇所に関する⽤途情報等)による。 

② 建物利⽤現況(調査選択項⽬)   
現地調査、空中写真、固定資産課税台帳、登記簿、建築確認申請、住宅地図等より収

集し、実施可能な調査⽅法について調査する。 
※ 調査結果により市町においては、市街地の形態を把握し、都市防災・不燃化・建築物の

形態規則等の検討に資する都市計画関連情報となり、利活⽤範囲の拡⼤が醸成される。 

調査⽅法 ① 建物⽤途別現況図  
イ) 地形図(1/2,500)に「表-7：建物⽤途別現況図 ⽤途分類」の建物⽤途により、建物を棟

別に着⾊する。 
ロ) 建物⽤途別現況図に以下の空間データ属性を⼊⼒する。  

 ⽤途コード：「表-7：建物⽤途別現況図 ⽤途分類」の⽤途コード。 
② 建物利⽤現況(調査選択項⽬) 

 収集⽅法の②により「表-6：調査項⽬と空間データ属性」の調査項⽬について①建物
⽤途別現況図の棟別に空間データ属性を⼊⼒する。 

 
表-6：調査項⽬と空間データ属性 

調査項⽬ 空間データ属性：項⽬名(データ種類) 不明の対応 

階数 地下階数(整数)/地上階数(整数) 999 以上 

構造 構造(整数)※ “不明” 

⾯積 建築⾯積(数値：⼩数２桁：㎡)/延床⾯積(〃) 99999 以上 

建築年 建築年(⽂字列)⻄暦または和暦(元号区分が M,T,S,H,R
以外場合は定義を明確にすること。) “不明” 

耐⽕構造種別 耐⽕(⽂字列) 例)耐⽕、準防⽕等 “不明” 

空き家 空き家（⽂字列）、空き店舗（⽂字列） − 
 空間データ属性のコード化は可能。空間データ属性定義体等で明確する。 
  
 
※構造の分類は以下の通りとする。 

分類 コード 
⽊造・⼟蔵造 １ 
鉄⾻鉄筋コンクリート造 ２ 
鉄筋コンクリート造 ３ 
鉄⾻造 ４ 
軽量鉄⾻造 ５ 
れんが造・コンクリートブロック造・⽯造 ６ 
不明 ７ 
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4.建物 1)建物利⽤現況 4-1)-(1) 
表-7：建物⽤途別現況図 ⽤途分類  

建 物 ⽤ 途 ⽤途 
コード 

⼩地域 
集計項⽬ 

⽤途地域 
(注 0) 例 表 ⽰ ⽅ 法 

住

居

系 

１住宅 1 住宅 (1-1)~(9) 専⽤住宅(住宅に附属する物置、寮、⾞庫を
含む) 

⻩(ヌリ) 
(注 2) 

２共同住宅 2 共同住宅 (1-1)~(9) アパート、マンション、⻑屋、寄宿舎、下
宿 

オレンジ(ヌリ) 
(注 2) 

３店舗併⽤住宅 3 店 舗 併 ⽤ 住
宅 (1-1)~(9) 

住宅(上記１)と商業業務⽤途(下記６~７)
を併⽤している場合、商業・業務⽤途の床
⾯積の合計が 50 ㎡以下のもの(商業業務⽤
途の床⾯積の合計が 50 ㎡を超えるもの及
び下記の８~10 の併⽤のものはそれぞれ該
当する施設として扱う。) 

⾚(フチ)、⻩(ヌリ) 
(注 2) 

４−１店舗併⽤共同 
住宅(Ａ) 4 

店 舗 併 ⽤ 共
同住宅 

(1-1)~(2-2) 
(3-1)~(9) 

共同住宅(上記２)と
商業系⽤途(下記６
~10)を併⽤している
場合 

商業系⽤途の床⾯
積の合計が 150 ㎡
以下のもの 

⾚(フチ)、オレンジ
(ヌリ)、Ａ(記⼊) 
(注 1,注 2,注 3,注 4) 

４−２店舗併⽤共同 
住宅(Ｂ) 5 (2-1)~(2-2) 

(3-1)~(9) 

商業系⽤途の床⾯
積の合計が 150 ㎡
を超え、500 ㎡以下
のもの 

⾚(フチ)、オレンジ
(ヌリ) 、Ｂ(記⼊) 
(注 1,注 2,注 3,注 4) 

４−３店舗併⽤共同 
住宅(Ｃ) 6 (2-2),(3-1) 

(3-2)~(9) 

商業系⽤途の床⾯
積の合計が 500 ㎡
を超えるもの 

⾚(フチ)、オレンジ
(ヌリ)、Ｃ(記⼊) 
(注 1,注 2,注 3,注 4,
注 5) 

  ５作業所併⽤住宅 7 作 業 所 併 ⽤
住宅   住 宅 ( 上 記 １ ~ ２ ) と ⼯ 業 系 ⽤ 途 ( 下 記

16~19)を併⽤している場合 (注 6) 

商

業

系 

６業務施設 8 業務施設 (2-2)~(3-1) 
(3-2)~(10) 事務所、銀⾏の本店 ⾚(フチ) 

(注 1,注 3,注 5) 

７−１商業施設(Ａ) 9 

商業施設 

(1-2)~(2-2) 
(3-1)~(9) 

⼩売店、卸売店、百貨
店、その他の物品販
売施設、⾷堂、喫茶
店、スナック、その他
の飲⾷業を営む施設 
理容店、美容院、レン
タル業、銀⾏の⽀店、
保険代理店、質屋、結
婚式場、その他サー
ビス施設 

床 ⾯ 積 の 合 計 が
150 ㎡以下のもの 

⾚(ヌリ)、Ａ(記⼊) 
(注 1,注 3) 

７−２商業施設(Ｂ) 10 (2-1)~(2-2) 
(3-1)~(9) 

床 ⾯ 積 の 合 計 が
150 ㎡を超え、500
㎡以下のもの 

⾚(ヌリ)、Ｂ(記⼊) 
(注 1,注 3) 

７−３商業施設(Ｃ) 11 (2-2)，(3-1) 
(3-2)~(9) 

床 ⾯ 積 の 合 計 が
500 ㎡を超えるも
の 

⾚(ヌリ)、Ｃ(記⼊) 
(注 1,注 3,注 5) 

８宿泊施設 12 宿泊施設 (3-1) 
(3-2)~(8) 

ホテル、旅館、⺠宿(モーテル、ラブホテル
等の⾵俗営業法による⾵俗関連営業施設を
除く) 

紫(ヌリ) 
(注 7) 

９−１娯楽施設(Ａ) 13 

娯楽施設 

(4), (5), (6) 
(7)，(8) 劇場、映画館、演芸場、観覧場 ピンク(フチ) 

(注 8) 

９−２娯楽施設(Ｂ) 14 (7)，(8) 
料理店、キャバレー、ダンスホール、ナイ
トクラブ、バー(⾵俗営業法による⾵俗営業
施設) 

ピンク 
(フチ・ハッチ) 

９−３娯楽施設(Ｃ) 15 (7) 

個室付き浴場業に係る公衆浴場、ストリッ
プ劇場、モーテル、ラブホテル、アダルト
ショップ(⾵俗営業法による⾵俗関連営業
施設) 

ピンク(ヌリ) 

10−１遊技施設(Ａ) 16 
遊技施設 

(3-1) 
(3-2)~(9) 

ボーリング場、スケート場、⽔泳場、バッ
ティングセンター、ゴルフ練習場、スキー
場 

紫(フチ) 
(注 7) 

10−２遊技施設(Ｂ) 17 
(3-2)~(9) 
(10)  
 

マージャン屋、パチンコ屋、射的場、勝⾺
投票券販売所、場外⾞券売場、⽟突き場、
ゲームセンター、カラオケボックス 

紫(フチ・ハッチ) 

11 商業系複合施設 18 商 業 系 複 合
施設 

  商業系⽤途(上記６~10)の複合施設で、主
たる⽤途の床⾯積が、全体の３／４に満た
ないもの、(主たる⽤途の床⾯積が、全体の
３／４以上のものについては、上記６~１
０で表⽰する。) 

⾚(フチ・ハッチ) 
(注 9) 

12 官公庁施設 19 官公庁施設 (1-1)~(2-1) 
(2-2)~(10) 

県市町庁舎、裁判所、税務署、郵便局、電
話局、消防署、警察署、駐在所 茶（ヌリ） 

13 ⽂教厚⽣施設(Ａ) 20 

⽂ 教 厚 ⽣ 施
設 

(2-1)~(8) ⼤学、⾼等専⾨学校、専修学校、各種学校、
病院、体育館、競技場、公会堂 緑(ヌリ) 

 
14 ⽂教厚⽣施設(Ｂ) 
 
14 ⽂教厚⽣施設(Ｂ) 

21 
(1-1)~(8) 
(9)，(10) 
 

幼稚園、⼩・中・⾼等学校、図書館、⽼⼈
ホーム、保育所、⾝体障碍者福祉ホーム、
⽼⼈福祉センター、児童厚⽣施設、診療所、

緑(フチ) 
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4.建物 1)建物利⽤現況 4-1)-(1)
表-7：建物⽤途別現況図 ⽤途分類

建 物 ⽤ 途 ⽤途
コード

⼩地域
集計項⽬

⽤途地域
(注 0) 例 表 ⽰ ⽅ 法

神舎、寺院、境界、公衆浴場(個室付き浴場
業に係るものを除く)

⼯

業

系

15−１運輸倉庫施設
(Ａ) 22

運 輸 倉 庫 施
設

(2-1)~(3-2)
(4)~(10) ⾃動⾞⾞庫 ⿊(フチ・ハッチ)

(注 10)
15−２運輸倉庫施設

(Ｂ) 23 (2-2)~(3-2)
(4)~(10)

駅舎、バスターミナル、倉庫、港湾施設、
荷とき場、空港 ⿊(フチ)

16 重⼯業施設 24 重⼯業施設 (9)，(10)

アスファルト精製、⾦属の溶解または精製、
⽕薬類、塗料、肥料、合成樹脂、セメント、
鉄釘の製造、⽯灰ガス、圧縮ガス、マッチ、
セルロイド、ゴム製品の製造、製⾰、パル
プの製造、動⼒つちを使⽤する⾦属の製造

⻘(ヌリ)
(注 6)

17 軽⼯業施設 25 軽⼯業施設 (7)~(10)

原動機を使⽤する 150 ㎡を超える⼯場、ぼ
ろ、わたの選別再製、岩⽯の粉砕、⽡れん
が、練炭、⽯鹸、⽣コン、陶磁器、絵具の
製造、塗料の加熱乾燥、吹付、引⽕性溶剤
を⽤いるドライクリーニング(⾃動⾞修理
⼯場を除く)

⻘（フチ）
(注 6)

18−１サービス
⼯業施設(Ａ) 26

サ ー ビ ス ⼯
業施設

(3-1)~(7)
(8)~(10) ⾃動⾞修理⼯場 淡⻘、(フチ・ハッチ)

(注 6,注 11)

18−２サービス
⼯業施設(Ｂ) 27 (6)，(7)

(8)~(10)

原動機を使⽤する 50 ㎡を超える⼯場、印
刷、⽊材、⽯材の引割、機織撚⽷、⿂⾁の
練製品、セメント製品の製造、めっき、合
成樹脂の射出成型

淡⻘(ヌリ)
(注 6)

19 家内⼯業施設 28 家 内 ⼯ 業 施
設

(2-2)
(3-2)~(10)

原動機を使⽤する 50 ㎡未満の⼯場、原動
機を使⽤しない⼯場

淡⻘(フチ)
(注 6)

20−１危険物貯蔵・
処理施設(Ａ) 29

危険物貯蔵・
処理施設

(2-1)~(10) ガソリンスタンド 灰(フチ)

20−２危険物貯蔵・
処理施設(Ｂ) 30 (8)，(9) 消防法による設置許可が必要なもの 灰(ヌリ)

21 農林漁業⽤施設 31 農 林 漁 業 ⽤
施設

(2-2)~(3-1)
(3-2)~(10)

農業⽤納屋、畜舎、温室、船⼩屋、農林漁
業⽤作業 茶(フチ)

22 その他 32 その他 処理場、浄⽔場、⽕葬場、発電所、変電所、
防衛施設、市場 ⿊(ヌリ)

市街化区域界 ⿊ 実線 1 ㎜

⽤途地域界 緑 破線 1 ㎜
(注0) その施設が許容される⽤途地域を⽰した。記号は以下の通り。また、ハッチ付きの記号( )は床⾯積の数値または政令等によ

り制約を受ける場合、またはその施設のうちの⼀部については許容する場合を⽰す。
⽤途地域   (1-1)第⼀種低層住居専⽤地域

(1-2)第⼆種低層住居専⽤地域
(2-1)第⼀種中⾼層住居専⽤地域
(2-2)第⼆種中⾼層住居専⽤地域

(3-1)第⼀種住居地域
(3-2)第⼆種住居地域
(4)準住居地域
(5)⽥園住居地域

(6)近隣商業地域
(7)商業地域
(8)準⼯業地域
(9)⼯業地域

(10)⼯業専⽤地域

(注1) 商業・近隣商業地域内においては、商業・業務の床⾯積、及び階による細分化は不要…表⽰⽅法は⾊塗りのみとする。
(注2) ３階建て以上には、朱書きでその階層(数字)を記⼊する。
(注3) 商業業務系の⽤途を３階以上の部分に供する施設には“３”を記⼊する
(注4) (注 4)宿泊施設、娯楽施設、遊技施設を含む複合⽤途の場合は、含まれる⽤途の頭⽂字の“宿”“娯”“遊”を記⼊する。
(注5) その⽤途に供する部分の床⾯積の合計が 1,500 ㎡を超え、3,000 ㎡以下のものには“中”を、3,000 ㎡を超えるものについては“⼤”

を記⼊する。
(注6) 表⽰⽅法は、併⽤している 15~19 の⼯業系⽤途で着⾊し、“住” と記⼊する。
(注7) その⽤途に供する部分の床⾯積の合計が 3,000 ㎡を超えるものには“⼤” を記⼊する。
(注8) 客席部分の床⾯積の合計が 200 ㎡を超えるものには “⼤” を記⼊する。
(注9) 商業系以外の⽤途地域にある場合のみ次のように識別する。商業施設と業務施設のみの複合の場合、その⽤途に供する部分の床⾯

積の合計が 1,500 ㎡を超え、3,000 ㎡以下のものには“中” を、3,000 ㎡を超えるものについては“⼤”を記⼊する。また、その⽤途
を３階以上の部分に供する施設には“３”を記⼊する。宿泊施設、娯楽施設、遊技施設を含む複合⽤途の場合は、含まれる⽤途の頭
⽂字の“宿”“娯”“遊” を記⼊する。

(注10) 床⾯積の合計が 300 ㎡を超えるものには“⼤” を記⼊し、３階以上の部分にその⽤途を供するものには“３” を記⼊する。また、
都市計画決定されているものについては、“都” を記⼊する。

(注11) 床⾯積の合計が 150 ㎡を超え、300 ㎡以下のものには “中” を、300 ㎡を超えるものについては“⼤” を記⼊する。
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４．建物 4.建物 1)建物利⽤現況 4-1)-(2) 
調査内容 1)建物利⽤現況 

調査項⽬ (2) 建物現況⾯積 

① 地区別、⽤途別の建物延床、建築⾯積現況 

収集⽅法 家屋課税台帳及び⼟地課税台帳、建物⽤途別現況図、⼟地利⽤現況図による。 
調査⽅法 地区別(基礎調査の調査区)、⽤途別の建物延床、建築⾯積現況 

市街化区域(⾮線引き都市計画区域では⽤途地域指定区域)を対象に、全建物の種類を集
計表のように区分して、地区毎に⽤途別の建物延床、建築⾯積をまとめる。 

集計表  
①地区別、⽤途別の建物延床、建築⾯積現況  

(注1) ⼟地課税台帳から地区全体の宅地を合計する。 
※ ⼟地課税台帳の収集が不可の場合は、⼟地利⽤現況図より宅地を合計する。 

(注2) 家屋課税台帳上の建物の種類との対応は以下のようにする。このほかに、建物の種類が定められ
ている場合は適宜対応させる。 

※農林漁業⽤の納屋は、⼯場・倉庫ではなく、住宅に含める。 
※課税台帳では、併⽤住宅について⼯場・店舗等の分類がされていないため、併⽤住宅をいず

れかに分類すことは困難。やむを得ない場合は、併⽤住宅として合計⾯積を表⽰してもよい。 

(注3) 建築⾯積は課税台帳等により集計可能な場合は記⼊する。 
※ 4-1)-(1)②建物利⽤現況(調査選択項⽬)により(1)建物利⽤現況図に建築⾯積が⼊⼒済みの場

合は、(1)建物利⽤現況図の利⽤が可能。 
 
 
 
 
 
 

  

建
築
面
積

延
面
積

比
率

建
築
面
積

延
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積
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率

建
築
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積

延
面
積

比
率

建
築
面
積

延
面
積

比
率

建
築
面
積

延
面
積

比
率

建
築
面
積

延
面
積

比
率

建
築
面
積

延
面
積

比
率

㎡ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ㎡ ％

・・・

・・・

・・・

工場・倉庫
併用住宅

建物用途（注２）,(注３)

その他 合計
専用店舗
・事務所

店舗・事務所
併用住宅

専用工場・
倉庫

地区番号
地区
名

合計

住宅
宅地
面積

(注１)

上の表の区分 課税台帳上の建物の種類

住宅 住宅、寄宿舎、共同住宅

工場・倉庫 工場、倉庫、車庫、発電所及び変電所

店舗・事務所 店舗、事務所、旅館、料理店
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４．建物 4.建物 1)建物利⽤現況 4-1)-(2)
調査内容 1)建物利⽤現況

調査項⽬ (2) 建物現況⾯積

② 住宅延床⾯積現況

収集⽅法 国勢調査、住宅・⼟地統計調査等による。
調査⽅法 住宅延床⾯積現況

全国及び都市計画区域内住宅の建て⽅別⼾数、平均延床⾯積、を国勢調査、住宅・⼟地統
計調査等により集計表にまとめる。

集計表
②住宅延床⾯積現況

②-1 都市計画区域内における社会経済情勢による状況の変化(国勢調査)

②-2 ⾏政区域内における社会経済情勢による状況の変化 (住宅・⼟地統計調査)

②-3 地域特性(基準年：令和 2 年)

一戸建 長屋建 共同住宅 一戸建 長屋建 共同住宅

平成７年

平成１２年

平成１７年

平成２２年

平成２７年

令和2年

住宅数（戸数）
１住宅当たり延床面積  

（㎡／戸数）
１世帯当たり

世帯人員
（人／戸）

一戸建 長屋建 共同住宅 一戸建 長屋建 共同住宅

平成５年

平成１０年

平成１５年

平成２０年

平成２５年

平成３０年

住宅数（戸数）１世帯当たり
世帯人員

（人／戸）

１住宅当たり延床面積  

（㎡／戸数）

一戸建 長屋建 共同住宅

全国

% % %

住宅数（戸数）

都市計画区域
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４．建物 4.建物 1)建物利⽤現況 4-1)-(2) 
調査内容 1)建物利⽤現況 

調査項⽬ (2) 建物現況⾯積 

③ ⼩地域単位集計 
収集⽅法 建物⽤途別現況図による。 
調査⽅法 イ) ⼩地域(町丁・字等)の別に集計表：③⼩地域単位集計をとりまとめる。 

ロ) 集計範囲は、都市計画区域とし、⼩地域が交差する場合は区域内を計上する。 

集計表  
③⼩地域単位集計 
 ③-1 ⼩地域集計表 
 ⼩地域別に棟数の状況を「表-7：建物⽤途別現況図 ⽤途分類」の⼩地域集計項⽬についてとりまと

める。 

(注)：「平成 27 年国勢調査町丁・字等別境界データ データベース定義書」では、⼩地域コードは
「マッチング番 号（属性情報：KEY_CODE）」として定義されており、当該情報とする。 

 
③-2 CSV ファイル 
 ③-1 ⼩地域集計表から作成する。 

 
＜秘匿処理について＞ 

⼩地域・区域で集計したデータを公開する際には、個⼈または事業者等の権利利益を保護するため、
集計データの秘匿処理が必要となる場合がある。 

 
◆秘匿処理が必要な場合は、 

利⽤・提供ガイドラインに係る技術資料※に沿って秘匿処理を⾏う。 
＊参考(URL)：https://www1.mlit.go.jp/common/001282177.pdf 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

(注)

小
地
域
コ
ー

ド

大
字
・
町
名

字
・
丁
目
名

住
宅

共
同
住
宅

店
舗
併
用
住
宅 ・・・・ ・・・・

農
業
漁
業
用
施
設

そ
の
他

不
明

22xxxxxxx0

22xxxxxxx1

・・・・・

単位：棟数
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４．建物 4.建物 2)⼤規模⼩売店舗等の⽴地状況 4-2)-(1) 
調査内容 2)⼤規模⼩売店舗等の⽴地状況 

調査項⽬ (1) ⼤規模⼩売店舗等の⽴地状況 
収集⽅法 ⼤規模⼩売店舗⽴地法及び⼤規模⼩売店舗における⼩売業の事業活動の調整に関する法

律に基づく届出資料等による。 
調査⽅法 ① ⼤規模⼩売店舗等調書 

新設及び変更(廃⽌を含む)の届出に基づき、集計表に⽰す調書を作成する。 
② ⼤規模⼩売店舗等位置図 

都市計画図に(1/10，000 程度)に①⼤規模⼩売店舗等を下の凡例により、記⼊する。 

集計表  

※１該当するものに○を記載。 
  (⼤規模集客施設は、建築基準法により分類する。) 
※２廃⽌の場合に廃⽌年を記載。 
※３⼤規模⼩売店舗については「⾷品スーパー」「百貨店・スーパー・ショッピングセンター・寄合百貨

店・⼩売市場」「ホームセンター・専⾨店(家具・家電・書籍等)」「その他」に区分、⼤規模⼩売店舗
でない⼤規模集客施設は「店舗以外」とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

種別 凡例

大規模小売店舗 赤　塗りつぶし

大規模集客施設 青　塗りつぶし

施設名称 分類
※３

図面対
照番号

開設年 延床面積
施設用途廃止年

※２

大規模集客

施設
※１

大規模小売

店舗
※１
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５．都市施設 5.都市施設 1)都市施設の位置、内容 5-1)-(1) 
調査内容 1)都市施設の位置、内容 

調査項⽬ (1) 都市施設の整備状況 
収集⽅法 庁内資料による。 
調査⽅法 ① 都市施設調書 

集計表を参照して対象施設整備状況を整理する。 
② 都市施設の整備状況図 
イ) 地形図に①の各施設を記⼊し、施設区分ごとに適当な凡例により表⽰する。 
ロ) ①の各施設をすべて記載してある都市計画総括図があればこれで代⽤できるものとす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

集計表  

(注1) 種別について、都市計画道路、都市下⽔路、公共下⽔道等の名称をつける。 
(注2) 当初決定・⼤規模な変更※及び昭和 60 年度以降の決定を古い順に記⼊する。 
(注3)  
 左側に事業開始年⽉⽇、右側に事業完了年⽉⽇を記⼊。現在事業中のものは認可を受けた事業期間

(単独費の事業については全体計画の事業期間)を記⼊する。事業に着⼿してないものは記⼊しない。
また、計画決定時に既に完成しているものについては事業期間を記⼊せず、その旨を備考欄に記⼊
する。 
 区間、区域別に事業化されているものは、区間、区域別の事業期間を記⼊し、備考欄に区間、区域

を記⼊する。 
(注4) 事業認可済(補助事業)ただし、単独費の場合は事業中と読み替える。 
 
 
 

分類 凡例

都市下水
(水色)

公園
(緑)

 
道路
(赤)

整備済 　事業認可済 　計画決定済

整備済
暫定整備済

事業認可済（注４）

計画決定済

整備済

事業認可済

計画決定済

(注1)
種別

図面
対象
番号

(注2)
決定年月日

都市施設名称 都市計画決定事項
(注3)

事業期間
備考

 ～
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５．都市施設 5.都市施設 1)都市施設の位置、内容 5-1)-(1)
調査内容 1)都市施設の位置、内容

調査項⽬ (1) 都市施設の整備状況
※「⼤規模な変更」とは以下のものである。

・都市⾼速鉄道･･･線路部分の起終点、構造形式⼜は線路線形の変更を伴うもの。
主要施設の変更で、⼤⾂認可を要するもの。

・道 路･･･種別、起終点、構造形成、標準幅員⼜は駅前広場の変更を伴うもの。
・下 ⽔･･･排⽔区域５％以上の変更を伴うもの。ポンプ施設の追加⼜は削除を伴うもの。処理

施設の 20％以上の変更を伴うもの。
・公 園･･･種別、名称、位置(都市計画決定事項)が変わるもの、及び⾯積の 20％以上の変更を

伴うもの。
・河 川･･･起終点⼜は計画書における幅員の変更を伴うもの。
・その他の施設･･･⼤⾂認可を要するもの。
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５．都市施設 5.都市施設 1)都市施設の位置、内容 5-1)-(2)
調査内容 1)都市施設の位置、内容

調査項⽬ (2) 下⽔道網図
収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 イ) 地形図に都市計画区域の下⽔道施設を下の凡例により記⼊する。 分流式の場合は、汚

⽔を⾚、⾬⽔を⻘で記⼊する。
ロ) 管路の幹線及び処理場については、傍らに名称も記⼊する。

凡例

管
路

幹線
(都市計画決定済み)

処理場

ポンプ場

面整備

分類

整備済

事業認可済

計画決定済

整備済 事業認可済 計画決定済

整備済 事業認可済 計画決定済

整備済 事業認可済 計画決定済

青 黄 桃
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５．都市施設 5.都市施設 1)都市施設の位置、内容 5-1)-(3) 
調査内容 1)都市施設の位置、内容 

調査項⽬ (3) 駐⾞場状況 
収集⽅法 庁内資料による。 
調査⽅法 ① 時間貸駐⾞場調査表 

駐⾞場の整備状況について集計表を参考にしてまとめる。なお、対象は下記に⽰す駐⾞
場とする。 

 
(対象駐⾞場) 

イ) 時間貸駐⾞場のうち、駐⾞の⽤に供する部分の⾯積が 500 ㎡以上のもの。 
(駐⾞場法第 12 条で届出を必要とする駐⾞場) 

ロ) 都市計画決定された駐⾞場。 
ハ) 附置義務条例により設置された駐⾞場。 
ニ) その他、都市中⼼部等における上記以外の駐⾞施設で、現況を把握することが必要と

思われる駐⾞施設。 
② 駐⾞場現況図 

③ 都市計画図に(1/10,000 程度)に①の駐⾞場について、下の凡例により、施設の位置、台
数を記⼊する。 

※図上に駐⾞場の位置を⽰すときには上記凡例を⽤いるが、その際①で記⼊した番号を●
の左側に書くこと。(例：1.● 10.◎ ) 

集計表  

(注1) 分類欄には時間貸、都市計画決定駐⾞場、附置義務駐⾞場の別を記⼊し、分類が重複するものも
全て記⼊する。 

(注2) 時間貸駐⾞場のうち、⼀部が⽉極駐⾞場として使⽤している場合は、「駐⾞の⽤に供する⾯積」、
「駐⾞台数」の項⽬については、時間貸、⽉極の合計数の上に( )書きで⽉極分を記⼊する。 

(注3) 備考欄には当該駐⾞場の位置する⽤途地域を記⼊する。 

  

構
造

階
層

１
日

昼
間

夜
間

注1 注2 注2 注3

駐
車
の
用
に
供
す
る

面
積

(

㎡

)

駐
車
台
数

駐車場
の構造 月

極
料
金
（

円
）

時間決め
（円）

届
出
年
月
日

駐
車
場
の
位
置

管
理
主
体

駐
車
場
面
積

(

㎡

)

供
用
開
始
年
月
日

備
考

(

用
途

)

分
類

図
面
対
照
番
号

駐
車
場
名
称

分類 管理主体

公共 ● （赤　塗りつぶし）

民間 ● （青　塗りつぶし）

公共 ○ （赤　ハッチ）

民間 ○ （青　ハッチ）

公共 ◎ （赤）

民間 ◎ （青）

凡例

時間貸駐車場

都市計画駐車場

附置義務駐車場
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６．地価 6.地価 6-(1)
調査内容

調査項⽬ (1) 地価分布
収集⽅法 地価公⽰、都道府県地価調査による。

※国⼟数値情報ダウンロードサービス(国⼟政策局)の地価公⽰(点)、都道府県地価調査
(点)の GIS データの活⽤が可能。

調査⽅法
イ) 各市町で作成されている⽤途地域図(1/10,000~1/25,000)を使⽤する。
ロ) 調査年の地価公⽰基準⽇(毎年 1 ⽉ 1 ⽇)及び静岡県地価調査結果基準⽇(毎年 7 ⽉ 1 ⽇)

から、前者にあっては⾚で、後者にあっては⻘で次の３項⽬を記⼊する。
① 調査地点
② その地点の 1 ㎡あたりの地価
③ 調査地点の通し番号

ハ) 調査地点が多数で煩雑になる場合は、指定されている⽤途地域及び地域の⼟地利⽤を代
表していると思われるものを、市街化区域にあっては最低 500ｍメッシュ毎に１ヶ所、
市街化調整区域にあっては 2,000ｍメッシュ毎に 1 ヶ所取るものとする。
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６．地価 6.地価 6-(2)
調査内容

調査項⽬ (2) 地価の変動
収集⽅法 地価分布と同じ。

調査⽅法 地価の変動を捕らえることにより、市街地の⼟地利⽤動向や、適正な⼟地利⽤誘導の施
策のための資料とする。
イ) 地価分布図にプロットした調査地点について、集計表の調書を作成する。
ロ) 各年により調査地点に変更がある場合は、当該地点の近傍で同様な⼟地利⽤状況にあ

る地点を取り、代替するものとする。

集計表

(注1) 番号は地価分布図の通し番号と対応させる。
(注2) 調査地点が異なる場合は各年の地番⼜は住居表⽰を記⼊する。
(注3) 住宅地、商業地、⼯業地の別、市街化区域・市街化調整区域の別、建物⽤途等を記⼊する。
(注4) 地価公⽰か、静岡県地価調査かの別を記⼊する。

(注１)
調査地
点番号

 (注2)
地番又は住居表示

年 価格（円/㎡）
5年間の価格変化率

（％）

(注3)
土地利用の

状況

(注4)
調査種別

S60

Ｈ２

Ｈ７

Ｈ12

Ｈ17

Ｈ22

Ｈ27

R2

２

１
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７．⾃然環境 7.⾃然環境 1)地形・⽔系・地質条件 7-1)-(1) 
調査内容 1) 地形・⽔系・地質条件 

調査項⽬ (1) 地形及び⽔系図 
収集⽅法 ① 地形及び⽔系図 

⼟地条件図(国⼟地理院)、治⽔地形分類図(国⼟地理院)、⼟地分類基本調査(国⼟交通
省国⼟情報課)、⼟地分類基本調査(表層地質図、⼟壌分布図)(国⼟交通省国⼟情報課)等
による。 

② 河川改修状況図 
静岡県河川現況図等及び市町ヒアリング結果による。 

調査⽅法 ① 地形及び⽔系図 
イ) 地形図に地形分類図を作成する。 
ロ) 作成した地形分類図には河川(準⽤河川まで)を図⽰し、河川名を表⽰する。 
ハ) 同スケールで適当な図⾯があれば、改めて作成する必要はない。適当な図⾯がない場

合は、上記により地形分類図を作成する。 
② 河川改修状況図 

イ) 地形図(市町全図・⽩図)に、右図、凡例を参考に河川改修状況(準⽤河川まで)を記⼊す
る。 

ロ) 事業予定区間は、県及び各市町にヒアリングを実施し記載する。 
ハ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域、市街化調整区域

を⽤途地域指定外区域のそれぞれ読み替える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

一級河川○○川（直轄）
計画確率規模１/○○
○○事業（例：基本事業or地域防災事業）

海

内水域排水区域

終点

起点

準用河川○○川
計画確率規模１/○○
○○事業

二級河川○○川
計画確率規模１/○○
○○事業

施設現況
完成

施設現況
未着手

施設現況
暫定

事業予定区間
延長Ｌ＝○○ｍ
確率規模１/○○

未改修 改修不要区間

未改修 改修不要区間

着⾊

旗揚げ内容

※静岡県河川現況図：整備状況の17段階分類

※9,13
※10,11,14
※12,15

施設現況 完成
施設現況 暫定
施設現況 未着⼿
未改修
改修不要区間
未改修
改修不要区間
事業予定区間
 延⻑Ｌ＝○○ｍ 確率規模１/○○

※16
※17
※16
※17

⼀級河川○○川（直轄）
計画確率規模１/○○
○○事業

河川全体

基本事業
流下能⼒未⽔準区間

基本事業
未改修・改修不要区間
地域防災事業
未改修・改修不要区間
事業予定区間
（令和２年度まで）

緑

⽔（ぼかし）

⾚
⻘
橙

準⽤河川（市町）
流下能⼒：完成・⽔準以上区間
市町ヒアリング結果に基く
流下能⼒：未⽔準・未改修・改修不要区間
市町ヒアリング結果に基く

内⽔域排⽔区域
市街化区域
※静岡県河川現況図：整備状況の17段階分類

茶（ぼかし）

⼀級河川

流下能⼒：完成・⽔準以上区間
（基本事業・地域防災事業同様に記載）
※1A,1B,2A,2B,3A,3B,4A,4B,5,6,7,8
流下能⼒：未⽔準・未改修・改修不要区間
（基本事業・地域防災事業同様に記載）
※9,10,11,12,13,14,15,16,17

直轄区間（直）
指定区間（県）

⼆級河川（県）

計画規模 流下能力 施設現況 ランク

１A

１B

２A

２B

３A

３B

４A

４B

完 成 5

暫 定 6

暫々定 7

未着手 8

完 成 9

暫 定 10

暫々定 11

未着手 12

完 成 13

暫定 14

未着手 15

16

完 成

暫 定

完成

 
 
 
水

準

以

上

未水準

水準未満

未  改  修

暫々定

未着手

水準以上

（A，B）

注１）計画規模の⽔準以上とは整備⽔準Ｂ以上
注２）流下能⼒の定義は以下のとおり。
 ・完成  ：⼀定計画の計画⾼⽔流量以上の能⼒を有する区間
 ・⽔準以上：整備⽔準Ｂ以上の能⼒を有する区間
 ・未⽔準 ：整備⽔準Ｂに満たない区間
注３）ランク１〜４のＡ，Ｂは整備⽔準を表す。

 改修不要区間 17

整備状況の１６段階分類（改修不要区間を含めると１７段階） 
備   考

整備済区間は、１６段階分類の８段
階（流下能力が水準以上の区間）ま
でとしている

 

１～１７の延長を合計すると法河川
延長となること

地域防災事業
（基本事業対象河川区間以外の
           要改修区間）

・河川整備基本⽅針洪⽔
・河川整備基本計画が無い場合
    都市河川 時間⾬量80mm相当
         （年超過確率1/50程度）
     ⼀般河川 時間⾬量65mm相当
         （年超過確率1/30程度）

時間⾬量50mm相当
 （年超過確率1/5〜1/10程度）

整備⽔準Ａ 整備⽔準Ｂ
基本事業
（流域⾯積がおおむね
        ２００ｋｍ２以上の河川）

・河川整備基本⽅針洪⽔
・河川整備基本計画が無い場合
    都市河川 ⽇⾬量280mm相当
     （年超過確率1/100程度）
     ⼀般河川 ⽇⾬量260mm相当
     （年超過確率1/50程度）

・戦後最⼤洪⽔を対象
・戦後最⼤洪⽔の計画が無い場合
   ⽇⾬量240mm相当
    （年超過確率1/30程度）

参考：静岡県河川現況図（調査要領）



調査の⽅法

59

７．⾃然環境 7.⾃然環境 2)気象状況 7-2)-(1)
調査内容 2)気象状況

調査項⽬ (1) 気象調査
収集⽅法 気象測候所・消防署等の資料による。
調査⽅法 イ) ①気象概況については、過去 10 ヶ年間のとりまとめを⾏う。

ロ) ②気象概要については、調査年次の 1 年前のとりまとめを⾏う。
ハ) 最⾼・最低欄は、極値とする。

集計表

① 気象概況

② 気象概要(令和〇年)

平均 最高 最低 総量
日最大
降水量

降雪量 晴 曇 雨 雪
年

気温（℃） 降水量（mm）
最多風

向

天気日数（日）

Ｈ〇
～
R〇

最大風速時
風向

平均 最高 最低 総量
日最大
降水量

降雪量 晴 曇 雨 雪
年

気温（℃） 降水量（mm）
最多風

向
最大風速時

風向

１月
～

12月

天気日数（日）
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７．⾃然環境 7.⾃然環境 3)緑の状況 7-3)-(1) 
調査内容 3)緑の状況 

調査項⽬ (1) 緑地調査 
収集⽅法  公園現況⾯積(都市計画区域内)(県公園緑地課提供資料：国⼟交通省報告数値)及び緑地現

況図による。 

調査⽅法 ① 施設緑地現況図 
地形図(1/10,000 以上)に下の区分により表⽰する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 地域制緑地現況図  
  地形図(1/10,000 以上)に下の区分により表⽰する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(注1) その他の公園：特殊公園、広域公園 
(注2) 緑地等：緩衝緑地、都市緑地、緑道、都市林 
(注3) 公共施設緑地等：条例等による公園、児童遊園、運動場、市⺠農園、河川緑地 

 
③ 現存緑地量の計量 

都市計画区域、市街化区域の現存緑地量を計量し、集計表のようにまとめる。 
 
 
 
 
 

区　　　　　　分 表　示　方　法 備　　　考

特別緑地保全地区 　 青　 　塗りつぶし

風致地区 　薄青　　　　〃

生産緑地地区 　薄緑 　 　　〃

農振農用地区域 　 黄 　　　　〃

自然公園  グレー 　　　〃

自然環境保全地域 　黄緑　　　　〃

河川区域 オレンジ　　　〃

海岸保全区域  ピンク 　　　〃

保安林区域 　薄茶　　　　〃

地域森林計画対象民有林 　 紫 　　　　〃

史跡・名勝・天然記念物    赤　　　 　〃

その他    緑　　　 　〃

都市計画区域
 黒

市街化区域
 黒

人口集中地区
 赤

区　　　分 備　　　考

街区公園 青 塗りつぶし

近隣公園 薄青 〃

地区公園 薄緑 〃

総合公園 黄 〃

運動公園 グレー 〃

その他の公園(注1) 黄緑 〃

緑地等(注2) 橙 〃

公共施設緑地等(注3) 桃 〃

表 示 方 法

都市計画区域
 黒
市街化区域
 黒
人口集中地区
 赤
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７．⾃然環境 7.⾃然環境 3)緑の状況 7-3)-(1)
調査内容 3)緑の状況

調査項⽬ (1) 緑地調査
集計表

(注1) その他の公園：特殊公園、広域公園
(注2) 緑地等：緩衝緑地、都市緑地、緑道、都市林
(注3) 公共施設緑地等：条例等による公園、児童遊園、運動場、市⺠農園、河川緑地

（単位：ha）

市街化区域 市街化調整区域 都市計画区域

街区公園

近隣公園

地区公園

総合公園

運動公園

その他の公園(注1)

緑地等(注2)

公共施設緑地等(注3)

民間施設緑地

施設緑地間の重複

小計

特別緑地保全地区

風致地区

生産緑地地区

農振農用地区域

自然公園

自然環境保全地域

河川区域

海岸保全区域

保安林区域

地域森林計画対象民有林

史跡・名勝・天然記念物

その他

地域制緑地間の重複

小計

区　 　分

施
設
緑
地

地
域
制
緑
地
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７．⾃然環境 7.⾃然環境 4)レクリエーション施設の状況 7-4)-(1) 
調査内容 4)レクリエーション施設の状況 

調査項⽬ (1) レクリエーション施設 
収集⽅法 庁内資料による。 
調査⽅法 ① レクリエーション施設図 

すべての屋外レクリエーション施設について、下の区分に従い地形図に表⽰する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注 1)公園内に設置されている施設を含む 

 (注 2)上表に掲げるもの以外のものについても適宜表⽰⽅法を定め記⼊すること。 
 (注 3)※印については独⾃に名称を挙げ、区分を追加すること。例を以下に挙げる。 

例：都市計画法外公園(児童遊園等)、学校グランド施設(⼀般開放実施、ナイター設備
有)等 

② レクリエーション施設調書 
①屋外レクリエーション施設図を基礎として施設毎に番号を付し図⾯に対照させて集

計表の調書を作成する。 
集計表  

(注 1)設置主体については、公共、⺠営の別を記⼊すること。 
(注 2)施設の規模については、⾯積、収容能⼒を記⼊すること。 
(注 3)備考欄には、施設利⽤料⾦について、有料/無料の別等を記⼊すること。 

 
 
 
 
 
 

  

区分 表示方法 区分 表示方法

野球場 薄黄緑 遊園地 オレンジ

陸上競技場 緑 動物園 薄緑

サッカー場、ラグビー場 深黄緑 植物園 深黄緑

テニスコート 薄ベージュ 競輪、競馬場 薄黄

ゴルフ場 黄 観光有料道路 黒塗りつぶし

水泳プール グレー サイクリングコース 赤

スケート場 肌色 ハイキング、登山コース 緑

すもう場 肌色　ハッチ 自然歩道 グレー

アーチェリー場、弓道場 肌色　縦線 キャンプ場 赤

ボート場 薄青 スキー場 （独自）

ヨットハーバー 濃青 その他　※ （独自）

海水浴場、潮干狩場 青

図面
対照
番号

施設の名称
(注1)

設置主体
(注2)

施設の規模
年間利用者数

(注3)
備　　考
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７．⾃然環境 7.⾃然環境 5)動植物調査 7-5)-(1)
調査内容 5)動植物調査

調査項⽬ (1) 植⽣調査
収集⽅法 航空写真、⾃然環境保全調査(環境庁作成、⽣物多様性センター)の 1/50,000 植⽣図等に

よる。
調査⽅法 植⽣調査については、当該都市計画区域が位置する地⽅の実状に合った区分に従い調査す

る。(「表-８：植⽣調査区分表」は区分の例)
表-8：植⽣調査区分表

① 植⽣現況図
イ) 地形図(1/10,000 以上)に、「表-８：植⽣調査区分表」の凡例に従い植⽣現況図を作成

する。
ロ) この場合、森林施業図、森林台帳等を合わせて参考とする。
ハ) 抽出の規模は、1,000 ㎡以上のもの。

② 植⽣現況量
イ) ①植⽣現況図を基礎として、都市計画区域、市街化区域及び⼈⼝集中地区の各地区の

植⽣現況量を計量し、集計表のようにまとめる。
ロ) ⾮線引き都市計画区域については、市街化区域を⽤途地域指定区域に、市街化調整区

域を⽤途地域指定外区域にそれぞれ読み替える。
集計表

区分 表示方法 色 備考

都市計画区域
 黒

市街化区域
 黒

人口集中地区
 赤

グレー
青
紫
水色
緑
黄緑
黄
おうど色
オレンジ
茶
桃

塗りつぶし
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

自然林
スギ・ヒノキ等の植林地
クヌギ・コナラ等の二次林
松林
竹林
ススキ・ササ等の草地
水田
畑
果樹園
裸地
公園内等の植栽地

人口集中
地区
(1)

(1)を除く
区域
(2)

小計
(1)+(2)=

(3)

自然林

スギ・ヒノキ等の植林地

クヌギ・コナラ等の二次林

松林

竹林

ススキ・ササ等の草地

水田

畑

果樹園

裸地

公園内等の植栽地

合計

（単位：ha）

区　分

市街化区域

備考
市街化調整

区域
(4)

都市計画
区域
(5)
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７．⾃然環境 7.⾃然環境 5)動植物調査 7-5)-(1) 
調査内容 5)動植物調査 

調査項⽬ (2) 動物相調査 
収集⽅法 植⽣図･主要動植物地図 ⾃然環境保全基礎調査(環境庁作成、⽣物多様性センター) 動植

物分布調査環境指標種調査(環境庁作成、⽣物多様性センター)等による。 
調査⽅法 イ) 哺乳類、昆⾍類等の動物で、緑地環境の質を代表する動物の⽣息範囲等について、その

⽣息範囲を地形図に⽰す。 
ロ) 資料がメッシュデータの場合市町界を明⽰したメッシュ図でもよい。 
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８．公害及び災害 8.公害及び災害 1)災害の発⽣状況 8-1)-(1)
調査内容 1)災害の発⽣状況

調査項⽬ (1) 災害の発⽣状況

収集⽅法 庁内資料による。
調査⽅法 ① 既往災害分布図

イ) 過去 10 年間に発⽣した⽔害を対象とする。
ロ) 地形図に下の区分に従い表⽰する。また、過去 10 年間に発⽣したがけ崩れ、地すべり

を対象としての発⽣地点を茶⾊でプロットまたは区域を茶線で囲み表⽰する。
ハ) ⼟⽯流危険渓流がある場合には、その渓流と⼟⽯流想定氾濫区域、氾濫開始点より上

流の流域を図⽰する。また、その流域⾯積(㎞２)を表⽰する。

(注1) 破堤被害区域とは、河川⼜は海岸の堤防が洪⽔⼜は⾼潮等により決壊し、その決壊
⼝から氾濫⽔が堤内地に流⼊したために⽣じた被害区域。

(注2) 溢⽔被害区域とは、洪⽔が堤防を越えて堤内地に流⼊したために発⽣した被害区域。 
(注3) 浸⽔被害区域とは、堤防のない場所での氾濫⽔による被害区域。
(注4) 内⽔被害区域とは、中⼩河川、⽤⽔路、下⽔道等の排⽔不良にため堤内地に⽣じた湛

⽔による被害区域。
(注5) 区域については最⼤区域を表⽰すること。
(注6) 区域が重複する場合は発⽣年⽉⽇ごと⾊分けするなどして凡例は適宜作成する。

② ⽔害被害調書
過去 10 年間に発⽣した⽔害を対象として、集計表-1 の調書を作成する。

③ がけ崩れ、地すべり発⽣状況調書
過去 10 年間に発⽣したがけ崩れ、地すべりを対象として、集計表-2 の調書を作成する。 

集計表-1

(注)被災⼈⼝が不明な場合、被災⼾数等から推計する。
集計表-2

(注)備考欄にはがけ崩れ、地すべりの別を記⼊すること。

区分 表示方法

破堤被害区域
溢水　 〃
浸水　 〃
内水　 〃

青
濃青
薄青

グレー

ha ％ 戸 戸 ha 人 ％

図面対
照番号

発生
年月日

(注)
被災人口

浸水面積
都市計画区域面
積に対する割合

床上浸水 床下浸水 浸水田畑
都市計画区域人
口に対する割合

要因

図面対照番号 発生年月日 被害面積 要因
(注)
備考

ha
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８．公害及び災害 8.公害及び災害 2)防災拠点・避難場所 8-2)-(1)
調査内容 2)防災拠点・避難場所

調査項⽬ (1) 防災拠点・避難場所
収集⽅法 地域防災計画等による。
調査⽅法 ① 防災拠点・避難場所位置図

 防災拠点・避難場所及び消防⽔利の位置を下の区分に従って表⽰する。

なお、災害対策基本法に基づいた分類になっていない市町は暫定的に以下の区分に従っ
て表⽰することも可能とする。

② 防災拠点・避難場所調書
 ①防災拠点・避難場所位置図を基礎として、施設毎に番号を付し図⾯に対照させて集計

表の調書を作成する。

集計表

種　別 表示方法

一時避難地
広域避難地
避難所
防災拠点
消防水利

橙
緑
赤
青

水色

図面対照
番号

名称 種別 収容可能人数

種別 表⽰⽅法

緊急避難場所（地震による⽕災等）「地-番号」 緑
緊急避難場所（⼤⾬・台⾵等）「⾬-番号」 ⻩
緊急避難場所（津波）「津波-番号」 橙
避難地「避-番号」 垢
防災拠点 ⻘
消防⽔利 ⽔⾊
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９．観光・景観・歴史 9.観光・景観・歴史 1)観光の状況  9-1)-(1) 
調査内容 1)観光の状況 

調査項⽬ (1) 観光 
収集⽅法 宿泊容量メッシュデータ(国⼟数値情報)、静岡県観光交流の動向、他各市町の保有する観光

に関する資料による。 
調査⽅法 

① 宿泊施設位置図  
宿泊施設の位置図をまとめる。可能であれば収容⼈数、客室数も属性に取りまとめる。 
 

② 宿泊施設調書  
宿泊施設総数、収容⼈数、客室数を算出し、集計表-1 の調書にまとめる。 

③ 形態別観光交流客数調書 
観光交流客数、宿泊客数、観光レクリエーション客数を集計表-2 の調書にまとめる。 

 
集計表-1  

 
集計表 2  

 
  

観光交流客数 宿泊客数
観光レクリエーション

客数

平成12年
 人 人 人 

平成13年

・・・

平成27年

平成28年

・・・

令和〇年

宿泊施設総数 収容人数 客室数

平成12年
 箇所 人 室 

平成13年

・・・

平成27年

平成28年

・・・

令和〇年
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９．観光・景観・歴史 9.観光・景観・歴史 2)景観・歴史資源等の状況 9-2)-(1) 
調査内容 2)景観・歴史資源等の状況 

調査項⽬ (1) 景観・歴史資源 
収集⽅法 観光資源台帳(国⼟数値情報)による。 
調査⽅法 ① 景観・歴史資源等調書 

イ) 景観地区、⾵致地区、国宝・重要⽂化財、伝統的建造物群保存地区、国登録有形⽂化
財、景観重要建造物、景観重要樹⽊等の資源を収集する。 

ロ) 対象：観光資源台帳(国⼟数値情報)に掲載されている観光資源のうち、評価ランクが
Ｂ級以上の観光資源等 

ハ) 選定した箇所を集計表の調書にまとめる。 
ニ) 表-9：資源の種類表を参考に、⾃然系、歴史・⽂化系、⽣活産業系、眺望系の別を記

⼊する。 
表-9：資源の種類表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 景観・歴史資源等位置図 
 ①景観・歴史資源等調書を地図上に図⽰する。 

集計表  

 
 
 
 

  

点としての景観要素 線としての景観要素 面としての景観要素

自然系

歴史・文化系

・歴史的街並み（城下町等
の広がりを持つもの）

生活・産業系

眺望系

・パノラマ

・山頂
・池、島
・天然記念物

・視点場
・ランドマーク
・アイストップ

・主な公共施設
・交通ターミナル
・主な橋梁
・主な公園
・特徴ある大規模施設

・寺社
・歴史的建造物
・遺跡・史跡

・平地、大地
・湖沼、海
・広がりを持った樹林地

・中心商業地
・工業地

・ビスタ
・シークエンス

・幹線道路
・通りに沿った商店街
・鉄道

・歴史的街並み
　（街道沿い）
・街道
・運河

・稜線
・河川、海岸線
・樹林地境界

名称 資源の種類
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９．観光・景観・歴史 9.観光・景観・歴史 3)都市形成の沿⾰ 9-3)-(1) 
調査内容 3)都市形成の沿⾰ 

調査項⽬ (1) 都市計画及び都市開発年表 
収集⽅法 庁内資料による。 
調査⽅法 都市計画区域指定以降の当該都市の都市計画⾏政の実績及び、当該都市計画区域内の公

共・⺠間主体による都市開発(主要都市施設の建設、団地開発等)の実績を集計表に⽰す年表
として簡明にとりまとめる。 

集計表  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

西暦 邦暦 ◎主要な時点のみ記す。 ◎都市計画決　定・変更、
都市計画事業等につき記
す。

◎主要都市施設の建設、
公・民の団地開発その他の
動きを記す。

◎関連する上位計画による
地域指定、その他。

年次 都市計画 都市開発の動き 上位計画等
人口及び

行政区域面積
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1. ⼈⼝ 調査の概要 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)⼈⼝規模 
 

(1)⼈⼝総数及び増加数 

 
 
表 

⾏政区域 
⾏政区域 
都市計画区域 
市街化区域等 
市街化調整区域等 
⼈⼝集中地区 
⽴地適正化計画各
区域 

昭和 60 年 
~最新の国勢調査年 ※ ※ ※ ※ ※  ○ 4 

(2)⼈⼝構成 表 ⾏政区域 平成 22 年 
~最新の国勢調査年 ※ ※ ※ ※ ※   5 

(3)市街地の⾯積、⼈⼝ 表 市街化区域 ⼈⼝集中地区 昭和 55 年 
~最新の国勢調査年 

 ※ ※    ○ 6 

(4)将来⼈⼝ 表 ⾏政区域 ⾏政区域 最新の国勢調査年 
~30 年間 ※ ※ ※  ※   7 

(5)⼈⼝増減の内訳 表 ⾏政区域 〃 昭和 60 年~最新の 
国勢調査年(暦年) 

 ※  ※    8 

２)⼈⼝分布 
(1)市街地区分別⼈⼝ 
  ①市街地区分別⼈⼝ 

②既成市街地⾯積及び⼈⼝密度 
表(2 枚) 都市計画区域 

既成市街地 
新市街地 
市街化区域 
市街化調整区域 

昭和 55 年 
~最新の国勢調査年 

 ※   ※ ※ 〇 9 

(2)地区別⼈⼝ 
①地区別⼈⼝ 

表 都市計画区域 
調査区(基礎調査)  
市街化区域等 
市街化調整区域等 

昭和 55 年 
~最新の国勢調査年 ※ ※ ※ ※ ※   12 

②地区別⼈⼝密度現況図 

図 
(市町全図) 都市計画区域 調査区(基礎調査) 最新の国勢調査年 ※ ※ ※ ※ ※   

14 
③地区別⼈⼝密度増減図 15 
④地区別⼈⼝増減率図 16 
⑤地区別昼間⼈⼝密度現況図 17 

3) 通勤・通学移動 
(1) 通勤・通学移動 表 ⾏政区域 収集範囲と同じ 昭和 60 年 

~最新の国勢調査年 ※ ※ ※  ※   18 
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(注１) 整備･開発及び保全の⽅針の作成を含む      ○内容がほぼ同等なもの 
(注２) 促進区域･予定区域は市街地開発事業、都市施設に含めるものとする。     
(注３) 市街化区域等…市街化区域、⾮線引都市の⽤途指定区域 
    市街化調整区域等…市街化調整区域、⾮線引都市の⽤途未指定区域 
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2. 産業 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)就業者数 
(1)産業⼤分類別就業者数 表 ⾏政区域 収集範囲と同じ 最新の国勢調査年  ※ ※ ※ ※   19 

2)事業所数・従業者数・売上⾦額 
(1)事業所数・従業員数・売上⾦額 表 ⾏政区域 収 集 範 囲 と 同

じ 

●事業所・企業統計調
査(昭和 56 年、昭和
61 年、平成 3 年、平
成 8 年、平成 11 年度
(簡易調査)、平成 13
年度、平成 16 年度(簡
易調査)、平成 18 年
度) 

●経済センサス(平成
21 年度〜最新の調査
年) 

 ※ ※ ※ ※   20 

(2)従業員数分布図 図 ⾏政区域 収 集 範 囲 と 同
じ 最新の調査年        21 
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3. ⼟地利⽤ 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)市街地進展状況 
(1)市街地進展図 

図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

市街化区域 
⼈⼝集中地区 収集範囲と同じ 昭和 60 年 

~最新の国勢調査年  ※ ※    〇 22 
2)⼟地利⽤現況 

(1)⼟地利⽤現況図 図(1/10,000) 都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年 ※ ※ ※ ※ ※ ※  23 

(2)⼟地利⽤別⾯積 
①⼩地域単位集計 
-1 ⼩地域集計表 
-2 CSV ファイル 

 
 
表 
CSV 

都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年 ※ ※ ※ ※ ※ ※  25 

②⼟地利⽤別⾯積 表 
都市計画区域 
市街化区域等 
市街化調整区域等 
各市街化段階別市街地 

収集範囲と同じ 最新の調査年 ※ ※ ※    〇 26 

(3)⾮可住地現況 表 
図(1/10,000) 

市街化区域等 収集範囲と同じ 最新の調査年 

 ※ ※    〇 27 

(4)未利⽤地等現況 表 
図(1/10,000)  ※  ※ ※  〇 29 

(5)国公有地現況 
表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

都市計画区域 収集範囲と同じ 

最新の調査年  ※  ※ ※   31 

3)宅地開発状況 
(1)宅地開発等の状況 

表(2 枚) 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

完了済み~都決済 
開発許可実績 ※ ※  ※ ※  〇 32 

(2)⾯整備実績 表 昭和 45 年以前 
~最新の調査年  ※  ※ ※   35 

(3)市街化調整区域内開発 
表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

市街化調整区域等 収集範囲と同じ 過去 5 年間 ※ ※    ※  36 
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3. ⼟地利⽤ 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

(4)農地転⽤状況 
表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

市街化区域等 
市街化調整区域等 収集範囲と同じ 過去 5 年間  ※ ※  ※  〇 37 

(5)林地転⽤状況 
表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 市街化区域等 

市街化調整区域等 収集範囲と同じ 過去 5 年間 
 ※ ※  ※   38 

4)新築動向 
(1)新築状況 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

 ※ ※  ※   39 

5)法適⽤状況 
(1)法適⽤現況 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

都市計画区域 収集範囲と同じ 

実績 ※ ※ ※ ※ ※ ※ 〇 40 

(2)条例・協定等 
表(2 枚) 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

経緯   ※   ※  42 

6)農林漁業関係施策 
(1)農林漁業関係施策 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

実績 ※ ※  ※ ※  〇 44 
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4. 建物 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)建物利⽤現況 
(1)建物⽤途別現況 

   ①建物⽤途別現況図 
図(1/2,500) 

都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年  ※ ※ ※  ※  45 
②建物利⽤現況(調査選択項⽬) 

空間データ属性⼊⼒ 
※実施可能な調査項⽬に
ついて調査し、①建物⽤
途別現況図に空間データ
属性を⼊⼒する。 

(2)建物現況⾯積 
 ①地区別、⽤途別の建物延床、

建築⾯積現況 
 ②住宅延床⾯積現況 

表(3 枚) 市街化区域等 
⾏政区域 収集範囲と同じ 

最新調査結果 
平成 5 年 

~最新の調査年 
 ※ ※  ※   

48 

③⼩地域単位集計 
-1 ⼩地域集計表 
-2 CSV ファイル 

 
表 
CSV 

都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年 50 

2)⼤規模⼩売店舗等の⽴地状況 
(1)⼤規模⼩売店舗等の⽴地状況 

表 
図(1/10,000~1/25,000) ⾏政区域 収集範囲と同じ 最新の調査年  ※ ※   ※  51 
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5. 都市施設 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)都市施設の位置、内容 
(1)都市施設の整備状況 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 
※都市計画総括図 都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年 

 ※ ※ ※ ※  
 

52 

(2)下⽔道網図 図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000)  ※ ※ ※ ※  54 

(3)駐⾞場状況 表 
都市計画図 

商業地域 
近隣商業地域 
附置義務条例適⽤区域 

収集範囲と同じ 最新の調査年  ※ ※ ※ ※   55 

 
 
6. 地価 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

(1)地価分布 図(⽤途地域図) 
都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年 

 ※ ※ ※ ※   56 

(2)地価の変動 表  ※ ※ ※ ※   57 
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7. ⾃然環境 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)地形・⽔系・地質条件  
(1)地形及び⽔系図 

図 2 枚(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

都市計画区域 収集範囲と同じ 
最新の調査年 ※ ※ ※ ※ ※   58 

2)気象状況 
(1)気象調査 表 

最新の調査年 
過去 10 年間 
/過去 12 か⽉ 

 ※   ※   59 

3)緑の状況 
(1)緑地調査 

表 
図 2 枚 
(1/10,000 以上) 

都市計画区域 
市街化区域等 
市街化調整区域等 

収集範囲と同じ 最新の調査年  ※   ※   60 

4)レクリエーション施設の状況 
(1)レクリエーション施設 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年  ※ ※  ※   62 

5)動植物調査 
(1)植⽣調査 

表 
図(1/10,000 以上) 

都市計画区域 
市街化区域等 
市街化調整区域等 
⼈⼝集中地区 

収集範囲と同じ 最新の調査年  ※   ※   63 

(2)動物相調査 図(1/25,000 以上) 
<メｯシュ図可> 都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年  ※   ※   64 
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8. 公害及び災害 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)災害の発⽣状況 
(1)災害の発⽣状況 

表(2 枚) 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年 

 ※  ※ ※   65 

2)防災拠点・避難場所 
(1)防災拠点・避難場所 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

 ※ ※     66 

 
 
9. 観光・景観・歴史 

調査項⽬ 集計⽅法 収集範囲 収集単位 調査対象年次 

調査項⽬が主として関係する計画事項 市
街
化
区
域
等
設

定
調
書 

⾴ 
 (注 1)  (注 2) (注 2)  

都
市
計
画

区
域 

区
域
区
分 

地
域
地
区 

市
街
地
開

発
事
業 

都
市
施
設 

地
区
計
画 

1)観光の状況 
(1)観光 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

⾏政区域 
都市計画区域 収集範囲と同じ 平成 12 年 

~最新の調査年  ※  ※ ※   67 

2)景観・歴史資源等の状況 
(1)景観・歴史資源 

表 
図(市町全図) 
(1/10,000~1/25,000) 

都市計画区域 収集範囲と同じ 最新の調査年  ※ ※ ※ ※   68 

3)都市形成の沿⾰ 
(1)都市計画及び 
 都市開発年表 

表 ⾏政区域 
 収集範囲と同じ 実績    ※ ※   69 

 


